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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ．第１の表面とこれに対向する第２の表面とを有するシート状のフォーム裏材を提供
し、
　ｂ．研磨粒子とバインダーとを含む組織化された研磨材コーティングを前記第１の表面
上に提供して組織化された研磨物品を提供し、
　ｃ．圧力下にて、凸形エリアのパターンを少なくとも含む型押面を有するパターン付き
の型押ツールを、研磨物品の組織化された研磨材コーティングに適用し、前記型押面の凸
形エリアに対応する凹形エリアを少なくとも含む型押パターンを前記組織化された研磨材
コーティングおよび前記フォーム裏材に提供し、型押研磨物品を提供することを含む、型
押研磨物品の製造方法において、
　前記組織化された研磨材コーティングが、プロダクションツールの表面を前記コーティ
ングに押し付けて模様入りの仕上げをほどこすことによって作られた突出する複数の厳密
に成形された研磨複合材料を含み、
　前記凹形エリアが少なくとも２００μｍの深さまでフォーム裏材中に延在し、
　前記フォーム裏材の厚さが約１ミリメートルから約６ミリメートルの範囲である、
型押研磨物品の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、フォームバックコート（ｆｏａｍ－ｂａｃｋｅｄ　ｃｏａｔｅｄ）研磨材、
ラップ研磨材または三次元研磨材をパターン付きの型押ツールで型押しして研磨製品を製
造する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　研磨材業界では表面仕上げを精細化していく動きがある。当然ながら、表面仕上げを精
細化する目的で研磨物品にはそれまでよりもサイズの小さな研磨粒子が用いられる。場合
によっては、このような小サイズの研磨粒子の粒度は５０μｍ未満になり、一般に２５μ
ｍ未満、ときには１０μｍ未満になる。場合によっては、（固定砥粒研磨製品を得るべく
）研磨粒子同士を結合したり（被覆砥粒研磨製品を得るべく）研磨粒子を裏材に結合した
固定研磨物品を使うのではなく、遊離研磨材スラリーを用いることもある。何年も前、こ
れらの遊離研磨材スラリーは、それまで固定研磨材では得られなかった表面仕上げを実現
することができた。しかしながら、ここ数年にわたる固定研磨材の進歩、特に被覆砥粒研
磨材が進歩したことで、用途によっては遊離研磨材スラリーに代えて被覆砥粒研磨材を効
果的に利用することが可能になったことから、スラリーを使用するために必要な液体用取
扱設備が不要になり、またスラリーの使用に伴う廃棄物処理の問題が回避される。
【０００３】
　精細な表面仕上げを実現する多くの場合、ポリッシュ加工は一般に水または何らかの他
のタイプの潤滑剤である流体の存在下で行われる。この流体は、熱の蓄積を最小限に抑え
ることをはじめとするいくつかの目的を果たし、ポリッシュ時に生成される研磨屑または
デブリを除去するための媒体として機能する。ポリッシュ時には研磨屑を効果的に取り除
くようにしないと、この研磨屑が研磨材コーティングに再度堆積し、これが原因で望まし
くない粗いスクラッチが生じてしまう可能性がある。このため、研磨屑を除去し、研磨材
コーティングとポリッシュ対象となるワークピース表面との界面で効率的な流体流を得る
ことが必須なのである。
【０００４】
　流体には以上のような利点があるのにもかかわらず、欠点もいくつかある。たとえば、
極めて小さな研磨粒子を用いると、得られる研磨材コーティングの外面が比較的なめらか
になる場合がある。なめらかな研磨材コーティングと流体を併用すると、当業界で「静止
摩擦」と呼ばれている現象が生じるため、流体が研磨材コーティングとワークピース表面
との間で接着剤のように作用し、これらの表面同士が貼り付いて厄介な結果になることが
知られている。
【０００５】
　静止摩擦は一般にラッピングタイプの被覆砥粒研磨製品で起こる。よくあるタイプの被
覆砥粒研磨製品には２種類ある。第１のタイプは研磨粒子がメイクコートで裏材に結合さ
れているものである。砥粒を覆っているのがサイズコートであり、これは砥粒をさらに補
強している。この第１のタイプでは基本的に研磨粒子が１層または２層ある。細粒では研
磨粒子が非常に小さいため、得られる被覆砥粒研磨材の寿命が比較的短くなることがある
。第２の被覆砥粒研磨材構造体では、研磨粒子が一般には均一にバインダー中に分散され
ている。この第２の構造体は「ラッピングフィルム」と呼ばれることもある。ラッピング
フィルムは一般に複数の研磨粒子層を含むため、メイクコートとサイズコートとを含む構
造体に比して寿命を長くすることができる。同様に、ラッピングフィルムの方が研磨粒子
のバインダーへの埋め込みが多いため、表面仕上げを微細にできることがある。逆に、第
１のタイプの構造体の方が多くの研磨粒子が突出している傾向にあるため、ラッピングフ
ィルムの方が切削速度が低くなることがある。
【０００６】
　なめらかな表面を得られるように研磨粒子がバインダーに埋まっているため、ラッピン
グタイプの構造体の場合の方が静止摩擦の発生頻度が高い場合が多い。ラッピングタイプ
のさまざまな製品には、成形または組織化された研磨材コーティングすなわち、凸部とく
ぼみ部とを有する研磨材コーティングがほどこされている。これらの製品は、ミネソタ・
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マイニング・アンド・マニュファクチャリング（Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ　Ｍｉｎｉｎｇ　ａ
ｎｄ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ）（３Ｍ）カンパニー（Ｃｏｍｐａｎｙ）から商品名
「トリザクト（ＴＲＩＺＡＣＴ）ＴＭ」研磨製品で販売されている。これについては、特
許文献１（ピーパー（Ｐｉｅｐｅｒ）ら）に概要が説明されている。他のラッピング製品
も特許文献２（ガリアルディ（Ｇａｇｌｉａｒｄｉ）ら）に記載されている。
【０００７】
　特許文献３（ウッドデル（Ｗｏｏｄｄｅｌｌ）ら）には、接着剤によって複数の固定砥
粒研磨材セグメントが貼り付けられた裏材を有する研磨物品が教示されている。これらの
固定砥粒研磨材セグメントは指定のパターンで裏材に接着固定可能なものである。
【０００８】
　特許文献４（アルバートソン（Ａｌｂｅｒｔｓｏｎ））には、圧縮研磨材ディスクの製
造方法が教示されている。何層かの被覆砥粒研磨繊維ディスクを金型に入れた後、熱と圧
力とを加えて圧縮センターディスクを形成する。この金型には指定のパターンが設けられ
、これを圧縮センターディスクに転写することで被覆砥粒研磨物品にパターンを付すので
ある。
【０００９】
　特許文献５（ヘイウッド（Ｈａｙｗｏｏｄ）には、研磨部分のランドとグルーブとが設
けられた被覆砥粒研磨材が教示されている。裏材の前面に接着剤コートを塗布した上で、
この接着剤コートを櫛状のもので掻き取って山と谷とを作り出す。次に砥粒を接着剤の中
に向かって突出させた後、接着剤コートを凝固させる。
【００１０】
　特許文献６（ハースト（Ｈｕｒｓｔ））には、裏材と、ボンド系と、裏材にボンド系で
固定された研磨粒とを含む研磨物品が開示されている。この研磨粒はボンド系とは別の砥
粒とバインダーとの複合材料である。研磨粒は三次元で好ましくは形状が角錐形のもので
ある。このような研磨物品を作製するには、まず最初に成形過程で研磨粒を作製する。次
に、金型に裏材を入れ、続いてボンド系と研磨粒とを入れる。この金型にはパターン付き
のキャビティが設けられ、これによって指定パターンの研磨粒が裏材表面に作られること
になる。
【００１１】
　特許文献７（アントン（Ａｎｔｈｏｎ））はラッピングタイプの研磨物品に関するもの
である。バインダーと砥粒とを混合した後、グリッドを用いてこれを裏材にスプレーする
。グリッドがあることで、パターン付きの研磨材コーティングが得られる。
【００１２】
　特許文献８（カルボー（Ｋａｌｂｏｗ））には、スクラブ面のある複数の突起を有する
連続気泡フォームの研磨パッドが記載されている。この突起は、突起上側のスクラブ面に
対して周囲の表面が略垂直であり、このスクラブ面と共に大部分が鋭利な縁部をなしてい
ると定義されるものである。スクラブ面は表面の接着剤コーティングに埋め込まれた研磨
粒子をさらに含むものであっても構わない。
【００１３】
　特許文献８の一部継続出願である特許文献９（カルボー（Ｋａｌｂｏｗ））には、二成
分ポリウレタンなどの被吸収反応剤（ａｂｓｏｒｂｅｄ　ｒｅａｃｔｉｖｅ　ａｇｅｎｔ
）で強化されたスクラブ面改良研磨パッドが開示されている。補強面はパッドのフォーム
材料よりも剛性が高い。
【００１４】
　特許文献１０（ムーア（Ｍｏｏｒｅ））はパターン付きラッピングフィルムに関するも
のである。研磨材／バインダー樹脂スラリーを調製し、マスクを通して上記のスラリーを
塗布することで、独立した複数個のアイランドを形成する。次に、バインダー樹脂を硬化
させる。マスクには、シルクスクリーン、ステンシル、ワイヤまたはメッシュを利用でき
る。
【００１５】
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　特許文献１１（カツマレク（Ｋａｃｚｍａｒｅｋ）ら）および特許文献１２（チャスマ
ン（Ｃｈａｓｍａｎ）ら）は、裏材と、裏材に接着された研磨材コーティングとを含むラ
ッピング研磨物品に関するものである。この研磨材コーティングは、フリーラジカル重合
で硬化されるバインダーとラッピングサイズ砥粒の懸濁液を含む。この研磨材コーティン
グを輪転グラビアロールで成形してパターンを得ることが可能である。
【００１６】
　特許文献１３（カルホウン（Ｃａｌｈｏｕｎ）ら）には、研磨粒が強く結合され、かつ
あらかじめ定められた横方向の間隔をあけて実質的に同一面上に設けられた、パターン付
き研磨シートが教示されている。この発明では、それぞれの粒が基本的に個々に研磨材の
裏材に塗布されるように、衝突の手法で研磨粒を塗布する。これにより、研磨粒間の間隔
が厳密に制御された研磨シートを得ることができる。
【００１７】
　特許文献１４（ラビパチ（Ｒａｖｉｐａｔｉ）ら）は眼科用途向けのラッピングフィル
ムに関するものである。このラッピングフィルムは、放射線硬化させた接着剤バインダー
中に分散された砥粒のパターン付き表面コーティングを含む。パターン付き表面を形成す
るには、研磨材／硬化型バインダースラリーを輪転グラビアロールの表面で成形し、成形
後のスラリーをロール表面から除去した後、放射線エネルギにあてて硬化させる。
【００１８】
　特許文献１５（山本）は、エンボス加工したシートに研磨材／接着剤スラリーを均一に
コーティングし、基板シートの凹凸部に対応する、硬化時にスラリーの表面張力によって
形成された高研磨部分と低研磨部分を有する研磨材コーティングを得ることによる、研磨
シートに関するものである。
【００１９】
　特許文献１６（ムッチ（Ｍｕｃｃｉ））には、厳密に成形された複数の研磨複合材料を
含有する被覆砥粒研磨材で研磨することによって、基材上でパターン付きの表面を得る方
法が教示されている。研磨複合材料は非ランダムなアレイ状で、各複合材料がバインダー
中に分散された複数の砥粒を含む。
【００２０】
　特許文献１７（塚田ら、１９９０年３月２３日公開）には、指定パターンを有するラッ
ピングフィルムの作製方法が教示されている。押し型に設けられた凹陥部に研磨材／バイ
ンダースラリーをコーティングする。次に、押し型に裏材を積層し、研磨材スラリー中の
バインダーを硬化させる。次に、得られる被覆砥粒研磨材を押し型から剥離する。このバ
インダーは、放射線エネルギまたは熱エネルギで硬化可能なものである。
【００２１】
　特許文献１８（西尾ら、１９９２年６月２日公開）には、ラッピングテープの製造方法
が教示されている。砥粒と電子線硬化型樹脂とを含む研磨材スラリーを、版凹部を形成し
たロールまたは凹版の表面に塗布する。次に、研磨材スラリーに電子線を照射してバイン
ダーを硬化させ、得られるラッピングテープをロールから剥離する。
【００２２】
　本願と同一の譲受人に譲渡された特許文献１９（カルホーン（Ｃａｌｈｏｕｎ））には
研磨物品の製造方法が教示されている。研磨材スラリーを型押基材のくぼみにコーティン
グする。得られる構造体を裏材に積層し、研磨材スラリー中のバインダーを硬化させる。
型押基材を剥離すると、研磨材スラリーが裏材に接着される。
【００２３】
　本願と同一の譲受人に譲渡された特許文献２０（ブラックスブールト（Ｂｒｕｘｖｏｏ
ｒｔ）ら）には、研磨物品を製造するための方法が教示されている。研磨材／バインダー
／発泡剤スラリーを実質的に型押裏材のくぼみにのみコーティングする。コーティング後
、バインダーを硬化させて発泡剤を活性化させる。これによってスラリーが型押裏材の表
面よりも上に膨張する。
【００２４】
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　本願と同一の譲受人に譲渡された特許文献２１（スプールジェオン（Ｓｐｕｒｇｅｏｎ
）ら）には、研磨物品の製造方法が教示されている。この特許の一態様では、研磨材／バ
インダースラリーを型押基材のくぼみにコーティングする。型押基材を介して照射エネル
ギを研磨材スラリーに伝達し、バインダーを硬化させる。
【００２５】
　特許文献２２（フープマン（Ｈｏｏｐｍａｎ）ら）にはネイル押し型（ｎａｉｌ　ｔｏ
ｏｌ）について記載されている。このネイル押し型は基材上に複数の研磨複合材料を含む
。基材はフォーム支持体（ｆｏａｍ　ｓｕｐｐｏｒｔ）に取りつけられている。
【００２６】
　本願と同一の譲受人に譲渡された特許文献２３（フープマン（Ｈｏｏｐｍａｎ）ら）に
は、造作が正確に成形されている研磨物品であるが、それぞれが互いに異なる研磨物品が
教示されている。
【００２７】
　特許文献２４（ルーサーフォード（Ｒｕｔｈｅｒｆｏｒｄ）ら）には裏材上に複数の三
次元複合材料を含む研磨構造体について記載されている。裏材には弾性フォーム要素が接
着されている。
【００２８】
　特許文献２５（ホームズ（Ｈｏｌｍｅｓ）ら）には正確に造形された研磨複合材料を用
いた研磨製品が開示されている。この複合材料はポリマーフォームであってもよい基材に
結合されている。
【００２９】
　特許文献２６（クリスチャンソン（Ｃｈｒｉｓｔｉａｎｓｏｎ）ら）には、裏材上に複
数の研磨複合材料を含み、裏材が裏材パッドに接着され、これがポリッシュ時に研磨物品
用のクッションとなるフォームパッドに貼り付けられている研磨物品が記載されている。
裏材は、支持パッドとしても機能する場合がある。たとえば、裏材にはポリウレタンフォ
ーム裏材などのフォーム裏材を用いることができる。
【特許文献１】米国特許第５，１５２，９１７号公報
【特許文献２】米国特許第５，４８９，２３５号公報
【特許文献３】米国特許第２，１１５，８９７号公報
【特許文献４】米国特許第２，２４２，８７７号公報
【特許文献５】米国特許第２，７５５，６０７号公報
【特許文献６】米国特許第３，０４８，４８２号公報
【特許文献７】米国特許第３，６０５，３４９号公報
【特許文献８】米国特許第４，０５５，０２９号公報
【特許文献９】米国特許第４，１１１，６６６号公報
【特許文献１０】英国特許出願第２，０９４，８２４号公報
【特許文献１１】米国特許第４，６４４，７０３号公報
【特許文献１２】米国特許第４，７７３，９２０号公報
【特許文献１３】米国特許第４，９３０，２６６号公報
【特許文献１４】米国特許第５，０１４，４６８号公報
【特許文献１５】米国特許第５，０１５，２６６号公報
【特許文献１６】米国特許第５，１０７，６２６号公報
【特許文献１７】特開平２－０８３１７２号公報
【特許文献１８】特開平４－１５９０８４号公報
【特許文献１９】米国特許第５，４３７，７５４号公報
【特許文献２０】米国特許第５，２１９，４６２号公報
【特許文献２１】米国特許第５，４３５，８１６号公報
【特許文献２２】米国特許第５，６５８，１８４号公報
【特許文献２３】米国特許第５，６７２，０９７号公報
【特許文献２４】米国特許第５，６９２，９５０号公報
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【特許文献２５】米国特許第５，７１４，２５９号公報
【特許文献２６】米国特許第５，９１０，４７１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００３０】
　当業界で望まれているのは、研磨界面で生じる研磨屑またはデブリを最小限に抑え、精
細な表面仕上げを短時間で作り出し、寿命が長く、かつ静止摩擦を最小限に抑えるフォー
ムバック研磨物品である。
【課題を解決するための手段】
【００３１】
　本発明は上述した課題のうちのいくつかを克服する型押フォームバック研磨製品の製造
方法を提供するものである。
【００３２】
　具体的には、本発明は、
　ａ．第１の表面とこれに対向する第２の表面とを有するシート状のフォーム裏材を提供
し、
　ｂ．研磨粒子とバインダーとを含む研磨材コーティングを前記第１の表面上に提供して
研磨物品を提供し、
　ｃ．凸形エリアのパターンを少なくとも含む型押面を有するパターン付きの型押ツール
を、圧力下にて研磨物品の研磨材コーティングに適用し、前記研磨材コーティングおよび
前記フォーム裏材に前記型押面の凸形エリアに対応する凹形エリアを少なくとも含む型押
パターンを提供し、型押研磨物品を提供することを含む、型押研磨物品の製造方法を提供
するものである。
【００３３】
　型押面は凹形エリアも含むものであってもよく、よって型押された品物にも型押面の凹
形エリアに対応する凸形エリアが含まれることになろう。型押パターンは、均一なパター
ンとランダムなパターンのどちらであっても構わない。
【００３４】
　研磨材コーティングを作るには、未硬化のメイクコーティングに研磨粒子が少なくとも
部分的に埋め込まれるような形で研磨粒子を投入した流動性の硬化型バインダーメイクコ
ーティングを利用し、このメイクコーティングを少なくとも部分的に硬化させて取扱の容
易な物品を得ることができ、この物品については、任意に流動性バインダーのサイズコー
ティングでコーティングしても構わない。その後、コーティングを完全に硬化させて被覆
砥粒研磨物品を得る。
【００３５】
　また、流動性の硬化型バインダーと研磨粒子との混合物を第１の表面に塗布し、流動性
の硬化型バインダーを硬化させて研磨材コーティングを得る形で研磨材コーティングを提
供することもできる。好ましくは、このようにして塗布される研磨材コーティングを、研
磨材コーティングにパターンを付与する表面のある装置と接触させ、硬化前に研磨材コー
ティングには凸形エリアと凹形エリアを形成するが、フォーム裏材にはこれを形成しない
ようにする。その後、パターンを付けた研磨材コーティングまたは組織化された研磨材コ
ーティングを、パターンの付いた研磨表面が保持される方法で硬化させる。
【００３６】
　好ましい型押ツールは、所望のパターンを作り出すために適切なサイズのくぼみと凸部
とを含む表面のあるエンボスロールである。好ましくは、フォーム裏材の内側に向かって
延在している凹形エリアが少なくとも約２００μｍになるように型押しをする。
【００３７】
　好ましいフォーム裏材は厚さが少なくとも０．２ｍｍであり、好ましくは厚さが約１ｍ
ｍから約６ｍｍの範囲である。フォームについては連続気泡フォームと独立気泡フォーム
のどちらであっても構わない。
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【００３８】
　型押しを行うことで、くぼみ内の低い点と凸形エリアの遠位端の高い点との間の距離が
少なくとも約２００マイクロメートル台、好ましくは少なくとも約５００マイクロメート
ル台のくぼみがフォームにできるのが普通である。
【００３９】
　型押可能なさまざまなフォーム裏材のうちのどれをフォーム裏材に利用しても構わない
。好ましいフォーム裏材のひとつに、ミネソタ・マイニング・アンド・マニュファクチャ
リング・カンパニー（Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ　Ｍｉｎｉｎｇ　ａｎｄ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕ
ｒｉｎｇ　Ｃｏｍｐａｎｙ）（３Ｍ）から製品名４４９６Ｗで入手可能なポリエチレンフ
ォーム裏材がある。
【００４０】
　有用なフォーム裏材は厚さが０．２から２５ｍｍ台、密度が０．０２から０．５ｇ／ｃ
ｍ３台、デュロメータ（ショア００）が好ましくは１５から１００台であるが、デュロメ
ータが１５未満のフォームが有用な用途もある。
【００４１】
　型押温度はフォームのタイプに依存するところが極めて大きく、たとえば、圧縮硬化フ
ォームであれば周囲温度よりも高い温度まで加熱する必要のない型押ツールで型押しでき
る。好ましくは、少なくとも約３０℃の温度で型押しを容易にできるように他のタイプの
フォームに合わせて型押ツールを加熱し、好ましくは約８０℃から約２１０℃の範囲の温
度で加熱する。
【００４２】
　型押ツールはウェブ幅の約１．５から２００Ｎ／ｃｍの範囲の圧力で適用するのが好ま
しいが、これはフォーム裏材の組成物や構造体に応じて変えることのできるものである。
【００４３】
用語の定義
　「フォーム」という用語は連続気泡フォームと独立気泡フォームの両方を示すものとす
る。
【００４４】
　「裏材」という用語はフォームシート材料を意味するものとする。
【００４５】
　「成形研磨材コーティング」という用語は、凸部とくぼみ部を含む露出面または作業面
のある硬化済バインダーと研磨材材料のコーティングを意味するものとする。
【００４６】
　「少なくとも部分的に硬化した」という表現は、硬化型前駆物質材料の「一部」または
「全部」が、取扱および回収が可能な程度にまで硬化していることを意味するものとする
。
【００４７】
　「少なくとも部分的に硬化した」という表現は、硬化型バインダー前駆物質の一部また
は全部が常に完全に硬化した状態にあることを意味するものではなく、少なくとも部分的
に硬化させた後に、取扱および回収が可能な程十分に硬化していることを意味する。
【００４８】
　本願明細書で使用する場合、「取扱および回収が可能」という表現は、物体を曲げたり
歪ませたりすることの多い力が加わった場合に実質的に流動しないまたは形状の大きな変
化が生じない材料を示す。
【００４９】
　「完全に硬化した」という表現は、被覆物品などの得られる製品が研磨物品として機能
するようにバインダー前駆物質が十分に硬化していることを意味するものとする。
【００５０】
　本発明の研磨製品は、あらかじめ形を定めたエリアを型押しのくぼみ線で分離して作り
出す型押パターンがあり、このくぼみ線が製品の研磨作業時に発生する研磨屑およびデブ
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リの回収エリアとなるため、寿命が長く有用である。よって、この研磨製品には、多種多
様なあらゆる作業面に対して極めて精細な表面仕上げを行うための非常に微細な砥粒を含
み得る。本発明の製品は、遊離研磨材スラリーを使用する方法に代わる実用的な手段とな
り、通常はスラリーと不可分一体である液体用取扱設備を用いる必要性を回避し、かつ使
用済みスラリー用の適切な廃棄サイトを探し出す必要性を回避するものである。研磨材が
被覆された本体のパターン間に型押し線で作られるくぼみエリアがあるため、表面が平滑
なワークピース表面にある、なめらかな表面のラッピングフィルムに発生する望ましくな
い「静止摩擦」を発生させずに、本発明の研磨製品の当たり面で効率的な流体流が得られ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５１】
　図１は、本発明の方法によって作られる研磨製品１０の一部の拡大概略断面図を示して
いる。研磨製品１０は、第１の表面１２と対向面１３とを有するフォーム裏材１１を含む
。型押の前に、第１の表面１２に研磨材コーティングをほどこす。
【００５２】
　研磨材コーティングについては、コーティングと粒子が好ましくはサイズコーティング
でオーバーコートされた、部分的に埋め込まれた研磨粒子を含むメイクコーティングと、
研磨粒子が硬化したバインダー中に均一に分散された研磨複合材料のどちらの方法で作製
しても構わない。図１に示す研磨材コーティング１４は研磨粒子と硬化型バインダーの混
合物を裏材表面１２に塗布し、硬化前に、プロダクションツールの表面を未硬化のコーテ
ィングに押し付けて凹形エリア１５と凸形エリア１６とを含む模様入りの仕上げをほどこ
し、組織化された研磨材表面を得て作られるものである。
【００５３】
　このタイプの製品の製造は、図３に概略的に示す設備を利用して実現できるものである
。図３は、成形コーティングをフォーム裏材２５の第１の主面に適用するための装置２３
を示している。プロダクションツール２４が、キャビティのある接触面３０と、対向する
裏材表面３８と、接触面３０内の適切にサイズが定められたキャビティとを有するベルト
の形である。第１の主面２６と第２の主面２７とを有する裏材２５がロール２８から巻き
出される。裏材２５がロール２８から巻き出されるのと同時に、プロダクションツール２
４がロール２９から巻き出される。プロダクションツール２４の接触面３０に、コーティ
ングステーション３１で研磨粒子とバインダー前駆物質との混合物をコーティングする。
この混合物をコーティングステップの前または途中で加熱し、その粘度を下げるようにし
ても構わない。コーティングステーションには、ナイフコーター、ドロップダイコーター
（ｄｒｏｐ　ｄｉｅ　ｃｏａｔｅｒ）、カーテンコーター、真空ダイコーター（ｖａｃｕ
ｕｍ　ｄｉｅ　ｃｏａｔｅｒ）または押出ダイコーターなどの従来のあらゆるコーティン
グ手段を含み得る。プロダクションツール２４の接触面３０にコーティングをほどこした
後、混合物によって裏材２５の第１の主面２６が濡れるような形で裏材２５とプロダクシ
ョンツール２４とを一緒にする。図３では、プロダクションツール／混合物／裏材構造体
を支持ドラム３５に押し付けもする接触ニップロール３３によって、混合物を強制的に裏
材２５と接触させる。次に、放射線エネルギ源３７によってプロダクションツール２４の
裏面３８を介して混合物まで十分な線量の放射エネルギを伝達し、バインダー前駆物質を
少なくとも部分的に硬化させることで、取扱可能な造形構造体３９を形成する。続いて取
扱可能な造形構造体３９からプロダクションツール２４を剥離する。取扱可能な造形構造
体３９からのプロダクションツール２４の分離はローラ４０で行われる。取扱可能な造形
構造体３９をプロダクションツール２４から綺麗に剥離させるために、ローラ４０を通過
した直後の取扱可能な造形構造体３９とプロダクションツール２４との間の角度アルファ
は、好ましくは３０度を超えるなどの鋭角である。プロダクションツール２４については
、再利用が可能なようにロール４１として巻き取り直す。取扱可能な造形構造体３９をロ
ール４３として巻き取る。バインダー前駆物質が完全に硬化していないのであれば、熱エ
ネルギ源または別の放射線エネルギ源などのエネルギ源に別途これを曝露して完全に硬化
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させ、被覆砥粒研磨物品を形成することが可能である。あるいは、被覆砥粒研磨物品を形
成するためのエネルギ源を別段使用せずに、最終的に完全な硬化状態にしても構わない。
本願明細書で使用する場合、「完全な硬化」というフレーズは、得られる製品が被覆砥粒
研磨物品などの研磨物品として機能するようにバインダー前駆物質が十分に硬化している
ことを意味する。
【００５４】
　図３に示す設備を利用して製造される硬化後のフォームバック研磨物品は、プロダクシ
ョンツール２４によって付与された、表面の起伏以外は表面が比較的なめらかである。続
いて、図７に示されるように、凸形エリア７１のあるパターン付きのエンボスロール７０
の形をした型押ツールに研磨物品３９の表面を接触させる。ロール７０は、エンボスロー
ル７０の凸形エリア７１によって研磨材コーティング、さらにはフォーム裏材の内側に延
在しているフォーム裏材の中まで、好ましくは少なくとも２００μｍの型押パターンが作
られるように、加熱されていないなめらかなバックアップロール７２と隣接して配置され
ている。図２に示すような型押し線によって、走行方向の型押し線２１と横方向の型押し
線２２とが特徴である研磨材のアイランドが画定され、図１に示すようなくぼみ１８が得
られる。
【００５５】
　本発明の方法によって型押しされる研磨製品の成分については本願明細書にて説明する
。
【００５６】
研磨粒子
　本発明の研磨物品は概して、前駆物質ポリマーサブユニット中に分散された複数の研磨
粒子を含む研磨複合材料層を少なくとも１層有するものである。バインダーは前駆物質ポ
リマーサブユニットを含むバインダー前駆物質から形成される。研磨粒子はバインダー中
に均一に分散されていてもよいし、あるいはバインダー中に研磨粒子が不均一に分散され
ていてもよい。得られる研磨物品の切削能のむらを抑えるためにも、研磨粒子はバインダ
ー中に均一に分散されている方が好ましい。
【００５７】
　研磨粒子の平均粒度は、約０．０１から１５００マイクロメートルの範囲で可変であり
、一般に０．０１から５００マイクロメートル、さらに一般には１から１００マイクロメ
ートルである。研磨粒子のサイズは一般に、研磨粒子の最も長い寸法であるとされる。ほ
とんどの場合、粒度範囲の分布ができる。場合によっては、得られる研磨物品で、研削対
象となるワークピースで一貫した表面仕上げがなされるように、粒度分布を厳密に制御す
る方が好ましいこともある。
【００５８】
　従来の硬質研磨粒子の例としては、溶融酸化アルミニウム、熱処理酸化アルミニウム、
白色溶融酸化アルミニウム、黒色炭化ケイ素、緑色炭化ケイ素、二ホウ化チタン、炭化ホ
ウ素、炭化タングステン、炭化チタン、ダイヤモンド（天然および合成の両方）、シリカ
、酸化鉄、クロミア、セリア、ジルコニア、チタニア、ケイ酸塩、酸化チタン、立方晶窒
化ホウ素、ガーネット、溶融アルミナジルコニア、ゾルゲル研磨粒子などがあげられる。
ゾルゲル研磨粒子の例は、米国特許第４，３１４，８２７号（レイセイサー（Ｌｅｉｔｈ
ｅｉｓｅｒ）ら）、同第４，６２３，３６４号（コットリンガー（Ｃｏｔｔｒｉｎｇｅｒ
）ら）、同第４，７４４，８０２号（シュワベル（Ｓｃｈｗａｂｅｌ））、同第４，７７
０，６７１号（モンロウ（Ｍｏｎｒｏｅ）ら）、同第４，８８１，９５１号（ウッド（Ｗ
ｏｏｄ）ら）から知り得るものである。
【００５９】
　本願明細書で使用する場合、研磨粒子という用語には、研磨粒子がポリマーで互いに結
合され、研磨凝集体を構成した単一の研磨粒子も包含される。研磨凝集体については、米
国特許第４，３１１，４８９号（クレスナー（Ｋｒｅｓｓｎｅｒ））、同第４，６５２，
２７５号（ブロエカー（Ｂｌｏｅｃｈｅｒ）ら）、同第４，７９９，９３９号（ブロエカ



(10) JP 4291695 B2 2009.7.8

10

20

30

40

50

ー（Ｂｌｏｅｃｈｅｒ）ら）、同第５，５００，２７３号（ホームズ（Ｈｏｌｍｅｓ）ら
）にさらに説明されている。あるいは、粒子間引力を利用して研磨粒子同士を結合しても
よい。
【００６０】
　研磨粒子には、これに関連する形状を持つものを利用できる。このような形状の例とし
ては、棒状、三角形、角錐形、円錐形、中実の球、中空の球などがあげられる。あるいは
、研磨粒子はランダムな形状のものであっても構わない。
【００６１】
　粒子に所望の特性を持たせるための材料を研磨粒子にコーティングすることが可能であ
る。たとえば、研磨粒子の表面に塗布する材料によって、研磨粒子とポリマーとの間の接
着性が改善されることが分かっている。また、研磨粒子の表面に塗布する材料によって、
前駆物質ポリマーサブユニット中の研磨粒子の分散性が改善されることもある。あるいは
、表面コーティングを変え、得られる研磨粒子の切削特性を改善することも可能である。
このような表面コーティングは、たとえば、米国特許第５，０１１，５０８号（ウォルド
（Ｗａｌｄ）ら）、同第１，９１０，４４４号（ニコルソン（Ｎｉｃｈｏｌｓｏｎ））、
同第３，０４１，１５６号（ロウズ（Ｒｏｗｓｅ）ら）、同第５，００９，６７５号（ク
ンツ（Ｋｕｎｚ）ら）、同第４，９９７，４６１号（マークホフ・マセニイ（Ｍａｒｋｈ
ｏｆｆ－Ｍａｔｈｅｎｙ）ら）、同第５，２１３，５９１号（セリッカヤ（Ｃｅｌｉｋｋ
ａｙａ）ら）、同第５，０８５，６７１号（マーティン（Ｍａｒｔｉｎ）ら）、同第５，
０４２，９９１号（クンツ（Ｋｕｎｚ）ら）に記載されている。
【００６２】
フィラー
　本発明の研磨物品は研磨材コーティングを含み得るものであり、このコーティングには
さらにフィラーが含まれる。フィラーとは平均粒度範囲が０．１から５０マイクロメート
ル、一般に１から３０マイクロメートルの微粒子材料である。本発明に有用なフィラーの
例としては、金属炭酸塩（炭酸カルシウム、炭酸カルシウムマグネシウム、炭酸ナトリウ
ム、炭酸マグネシウムなど）、シリカ（石英、ガラスビーズ、ガラスバブル、ガラス繊維
など）、ケイ酸塩（タルク、クレー、モンモリロナイト、長石、マイカ、ケイ酸カルシウ
ム、メタケイ酸カルシウム、アルミノケイ酸ナトリウム、ケイ酸ナトリウムなど）、金属
硫酸塩（硫酸カルシウム、硫酸バリウム、硫酸ナトリウム、硫酸ナトリウムアルミニウム
、硫酸アルミニウムなど）、石膏、バーミキュライト、糖、木粉、アルミニウム三水和物
、カーボンブラック、金属酸化物（酸化カルシウム、酸化アルミニウム、酸化チタン、二
酸化チタンなど）、金属亜硫酸塩（亜硫酸カルシウムなど）、熱可塑性粒子（ポリカーボ
ネート、ポリエーテルイミド、ポリエステル、ポリエチレン、ポリスルフォン、ポリスチ
レン、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレンブロックコポリマー、ポリプロピレン、
アセタールポリマー、ポリウレタン、ナイロン粒子など）ならびに熱硬化性粒子（フェノ
ール樹脂バブル、フェノール樹脂ビーズ、ポリウレタンフォーム粒子など）があげられる
。フィラーはハライド塩などの塩であってもよい。ハライド塩の例としては、塩化ナトリ
ウム、カリウム氷晶石、ナトリウム氷晶石、アンモニウム氷晶石、テトラフルオロホウ酸
カリウム、テトラフルオロホウ酸ナトリウム、フッ化ケイ素、塩化カリウム、塩化マグネ
シウムがあげられる。金属フィラーの例としては、スズ、鉛、ビスマス、コバルト、アン
チモン、カドミウム、鉄チタンがあげられる。他の種々雑多なフィラーとしては、硫黄、
有機硫黄化合物、グラファイト、金属硫化物、懸濁剤があげられる。
【００６３】
　懸濁剤の一例に、ドイツのラインフェルデン（Ｒｈｅｉｎｆｅｌｄｅｎ）にあるデグサ
・コーポレーション（ＤｅＧｕｓｓａ　Ｃｏｒｐ．）から商品名「ＯＸ－５０」で市販さ
れている、表面積が１５０平方メートル／グラム未満の非晶質シリカ粒子がある。懸濁剤
を添加することで、研磨材スラリーの全体としての粘度を下げることができる。懸濁剤の
使用については、米国特許第５，３６８，６１９号（カラー（Ｃｕｌｌｅｒ））にさらに
説明されている。
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【００６４】
研磨複合材料バインダー
　本発明の研磨材コーティングは、研磨粒子と前駆物質ポリマーサブユニットとの混合物
を含む硬化型の研磨複合材料層から形成される。硬化型の研磨複合材料層は、好ましくは
有機前駆物質ポリマーサブユニットを含む。この前駆物質ポリマーサブユニットは、表面
をコートできるように十分に流動可能なものであると好ましい。前駆物質ポリマーサブユ
ニットの固化については、硬化（重合および／または架橋など）、乾燥（液体分の除去な
ど）および／または単に冷却する方法で達成すればよい。前駆物質ポリマーサブユニット
は、有機溶媒性組成物や水性組成物であってもよいし、１００％固体（すなわち実質的に
無溶媒）の組成物であってもよい。熱可塑性および／または熱硬化性のポリマーまたは材
料の両方またはこれらの組み合わせを、前駆物質ポリマーサブユニットとして利用できる
こともある。前駆物質ポリマーサブユニットの硬化時、硬化型の研磨複合材料を、硬化し
た研磨複合材料に変換する。好ましい前駆物質ポリマーサブユニットには、縮合硬化型樹
脂または付加重合型樹脂のいずれかが可能である。付加重合型樹脂にはエチレン性不飽和
モノマーおよび／またはオリゴマーを用いることができる。使用できる架橋型材料の例と
しては、フェノール樹脂、ビスマレイミドバインダー、ビニルエーテル樹脂、α，β－不
飽和カルボニルペンダント基を有するアミノプラスト樹脂、ウレタン樹脂、エポキシ樹脂
、アクリレート樹脂、アクリル化イソシアヌレート樹脂、尿素－ホルムアルデヒド樹脂、
イソシアヌレート樹脂、アクリル化ウレタン樹脂、アクリル化エポキシ樹脂またはこれら
の混合物があげられる。
【００６５】
　研磨複合材料層は、重量で研磨粒子約１部から研磨粒子９０部と、前駆物質ポリマーサ
ブユニット１０部から前駆物質ポリマーサブユニット９９部とを含み得るものである。好
ましくは、研磨複合材料層は、約３０から８５部の研磨粒子と約１５から７０部の前駆物
質ポリマーサブユニットとを含み得る。一層好ましくは、研磨複合材料層は、約４０から
７０部の研磨粒子と約３０から６０部の前駆物質ポリマーサブユニットとを含み得る。
【００６６】
　前駆物質ポリマーサブユニットは、好ましくは硬化型の有機材料（すなわち、熱および
／または電子線、紫外光、可視光などの他のエネルギ源への曝露時に、あるいは化学触媒
、水分またはポリマーの硬化または重合を引き起こす他の薬剤の添加時に経時的に重合お
よび／または架橋が可能なポリマーサブユニットまたは材料）である。前駆物質ポリマー
サブユニットの例としては、アルキル化尿素－ホルムアルデヒドポリマー、メラミン－ホ
ルムアルデヒドポリマー、アルキル化ベンゾグアナミン－ホルムアルデヒドポリマーなど
のアミノポリマーまたはアミノプラストポリマー、アクリレートおよびメタクリレートア
ルキルアクリレート、アクリル化エポキシ、アクリル化ウレタン、アクリル化ポリエステ
ル、アクリル化ポリエーテル、ビニルエーテル、アクリル化オイル、アクリル化シリコー
ンをはじめとするアクリレートポリマー、ウレタンアルキドポリマーなどのアルキドポリ
マー、ポリエステルポリマー、反応性ウレタンポリマー、レゾールポリマーおよびノボラ
ックポリマーなどのフェノールポリマー、フェノール／ラテックスポリマー、ビスフェノ
ールエポキシポリマーなどのエポキシポリマー、イソシアネート、イソシアヌレート、ア
ルキルアルコキシシランポリマーをはじめとするポリシロキサンポリマーまたは反応性ビ
ニルポリマーがあげられる。得られるバインダーは、モノマー、オリゴマー、ポリマーま
たはこれらの組み合わせの形を取り得る。
【００６７】
　アミノプラスト前駆物質ポリマーサブユニットは、分子またはオリゴマー１個あたり１
つのα，β－不飽和カルボニルペンダント基を少なくとも１つ有する。これらのポリマー
材料については、米国特許第４，９０３，４４０号（ラーソン（Ｌａｒｓｏｎ）ら）およ
び同第５，２３６，４７２号（カーク（Ｋｉｒｋ）ら）にさらに説明されている。
【００６８】
　好ましい硬化後の研磨材コーティングは、フリーラジカル硬化型前駆物質ポリマーサブ
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ユニットから生成される。これらの前駆物質ポリマーサブユニットは、熱エネルギおよび
／または放射線エネルギへの曝露時に短時間で重合できるものである。フリーラジカル硬
化型前駆物質ポリマーサブユニットの好ましい部分集合のひとつに、エチレン性不飽和前
駆物質ポリマーサブユニットがある。このようなエチレン性不飽和前駆物質ポリマーサブ
ユニットの例としては、α，β－不飽和カルボニル基を有するアミノプラストモノマーま
たはオリゴマー、エチレン性不飽和モノマーまたはオリゴマー、アクリル化イソシアヌレ
ートモノマー、アクリル化ウレタンオリゴマー、アクリル化エポキシモノマーまたはオリ
ゴマー、エチレン性不飽和モノマーまたは希釈剤、アクリレート分散液およびこれらの混
合物があげられる。アクリレートという用語には、アクリレートとメタクリレートの両方
が含まれる。
【００６９】
　エチレン性不飽和前駆物質ポリマーサブユニットには、炭素、水素および酸素の原子を
含有し、任意に窒素およびハロゲンを含有するモノマー化合物とポリマー化合物の両方を
含む。酸素原子または窒素原子あるいはその両方は一般に、エーテル、エステル、ウレタ
ン、アミド、尿素の基の形で含まれる。エチレン性不飽和モノマーは、一官能性、二官能
性、三官能性、四官能性あるいはこれよりもさらに官能価の高いものであってもよく、ア
クリレートベースのモノマーとメタクリレートベースのモノマーの両方を含む。好適なエ
チレン性不飽和化合物は、脂肪族モノヒドロキシ基または脂肪族ポリヒドロキシ基を含有
する化合物の反応によって作られるエステルならびに、アクリル酸、メタクリル酸、イタ
コン酸、クロトン酸、イソクロトン酸またはマレイン酸などの不飽和カルボン酸が好まし
い。エチレン性不飽和モノマーの代表例としては、メチルメタクリレート、エチルメタク
リレート、スチレン、ジビニルベンゼン、ヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシエ
チルメタクリレート、ヒドロキシプロピルアクリレート、ヒドロキシプロピルメタクリレ
ート、ヒドロキシブチルアクリレート、ヒドロキシブチルメタクリレート、ラウリルアク
リレート、オクチルアクリレート、カプロラクトンアクリレート、カプロラクトンメタク
リレート、テトラヒドロフルフリルメタクリレート、シクロヘキシルアクリレート、ステ
アリルアクリレート、２－フェノキシエチルアクリレート、イソオクチルアクリレート、
イソボルニルアクリレート、イソデシルアクリレート、ポリエチレングリコールモノアク
リレート、ポリプロピレングリコールモノアクリレート、ビニルトルエン、エチレングリ
コールジアクリレート、ポリエチレングリコールジアクリレート、エチレングリコールジ
メタクリレート、ヘキサンジオールジアクリレート、トリエチレングリコールジアクリレ
ート、２－（２－エトキシエトキシ）エチルアクリレート、プロポキシル化トリメチロー
ルプロパントリアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、グリセロール
トリアクリレート、ペンタエーチトール（ｐｅｎｔａｅｒｔｈｙｉｔｏｌ）トリアクリレ
ート、ペンタエリスリトールトリメタクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレ
ートおよびペンタエリスリトールテトラメタクリレートがあげられる。他のエチレン性不
飽和材料としては、モノアリル、ポリアリルまたはポリメタリルのエステル、カルボン酸
のアミド、ジアリルフタレート、ジアリルアジペートまたはＮ，Ｎ－ジアリルアジポアミ
ドがあげられる。さらに他の窒素含有エチレン性不飽和モノマーとして、トリス（２－ア
クリロキシエチル）イソシアヌレート、１，３，５－トリ（２－メチ（ｍｅｔｈｙ）アク
リロキシエチル）－ｓ－トリアジン、アクリルアミド、メチルアクリルアミド、Ｎ－メチ
ル－アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ－ビニルピロリドンまたはＮ
－ビニル－ピペリドンがあげられる。
【００７０】
　好ましい前駆物質ポリマーサブユニットは、２以上のアクリレートモノマーのブレンド
を含有する。たとえば、前駆物質ポリマーサブユニットには、三官能性アクリレートモノ
マーと一官能性アクリレートモノマーとのブレンドを用いることができる。一前駆物質ポ
リマーサブユニットの例に、プロポキシル化トリメチロールプロパントリアクリレートと
２－（２－エトキシエトキシ）エチルアクリレートとのブレンドがあげられる。多官能性
アクリレートと一官能性アクリレートポリマーとの重量比は、多官能性アクリレートを約
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１部から約９０部に対して一官能性アクリレートを約１０部から約９９部の範囲にするこ
とができる。
【００７１】
　また、米国特許第４，７５１，１３８号（タミー（Ｔｕｍｅｙ）ら）に記載されている
ように、アクリレートとエポキシポリマーとの混合物から前駆物質ポリマーサブユニット
を配合することもできる。
【００７２】
　他の前駆物質ポリマーサブユニットとしては少なくとも１つのペンダントアクリレート
基を有するイソシアヌレート誘導体があげられ、少なくとも１つのペンダントアクリレー
ト基を有するイソシアネート誘導体が米国特許第４，６５２，２７４号（ベッチャー（Ｂ
ｏｅｔｔｃｈｅｒ）ら）にさらに記載されている。好ましいイソシアヌレート材料はトリ
ス（ヒドロキシエチル）イソシアヌレートのトリアクリレートである。
【００７３】
　さらに他の前駆物質ポリマーサブユニットとしては、ヒドロキシ末端イソシアネート伸
長ポリエステルまたはポリエーテルのジアクリレートウレタンエステルならびにポリアク
リレートウレタンエステルまたはポリメタクリレートウレタンエステルがあげられる。市
販のアクリル化ウレタンの例としては、ミシシッピ州モス・ポイント（Ｍｏｓｓ　Ｐｏｉ
ｎｔ）のモートン・ケミカル（Ｍｏｒｔｏｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）から入手可能な商品名
「ＵＶＩＴＨＡＮＥ　７８２」、ジョージア州スマーナ（Ｓｍｙｒｎａ）のＵＣＢ　ラド
キュア・スペシャルティーズ（Ｒａｄｃｕｒｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ）から入手可能
な「ＣＭＤ　６６００」、「ＣＭＤ　８４００」および「ＣＭＤ　８８０５」、ニュージ
ャージー州ホーボーケン（Ｈｏｂｏｋｅｎ）のヘンケル・コーポレーション（Ｈｅｎｋｅ
ｌ　Ｃｏｒｐ．）の「ＰＨＯＴＯＭＥＲ」樹脂（ＰＨＯＴＯＭＥＲ　６０１０など）、Ｕ
ＣＢ　ラドキュア・スペシャルティーズ（Ｒａｄｃｕｒｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ）の
「ＥＢＥＣＲＹＬ　２２０」（六官能性芳香族ウレタンアクリレート）、「ＥＢＥＣＲＹ
Ｌ　２８４」（１，６－ヘキサンジオールジアクリレートで１２００倍に希釈した脂肪族
ウレタンジアクリレート）、「ＥＢＥＣＲＹＬ　４８２７」（芳香族ウレタンジアクリレ
ート）、「ＥＢＥＣＲＹＬ　４８３０」（テトラエチレングリコールジアクリレートで希
釈した脂肪族ウレタンジアクリレート）、「ＥＢＥＣＲＹＬ　６６０２」（トリメチロー
ルプロパンエトキシトリアクリレートで希釈した三官能性芳香族ウレタンアクリレート）
、「ＥＢＥＣＲＹＬ　８４０」（脂肪族ウレタンジアクリレート）および「ＥＢＥＣＲＹ
Ｌ　８４０２」（脂肪族ウレタンジアクリレート）ならびにペンシルバニア州エクストン
（Ｅｘｔｏｎ）のサートマー・カンパニー（Ｓａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏ．）の「ＳＡＲＴＯ
ＭＥＲ」樹脂（「ＳＡＲＴＯＭＥＲ」９６３５、９６４５、９６５５、９６３－Ｂ８０、
９６６－Ａ８０、ＣＮ９８０Ｍ５０など）があげられる。
【００７４】
　さらに他の前駆物質ポリマーサブユニットとしては、ジアクリレートエポキシエステル
ならびに、ビスフェノールＡエポキシポリマーのジアクリレートエステルなどのポリアク
リレートエポキシエステルまたはポリメタクリレートエポキシエステルがあげられる。市
販のアクリル化エポキシの例としては、ＵＣＢ　ラドキュア・スペシャルティーズ（Ｒａ
ｄｃｕｒｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ）から入手可能な商品名「ＣＭＤ　３５００」、「
ＣＭＤ　３６００」および「ＣＭＤ　３７００」があげられる。
【００７５】
　他の前駆物質ポリマーサブユニットにもアクリル化ポリエステルポリマーを用いること
ができる。アクリル化ポリエステルは、アクリル酸と二塩基酸／脂肪族ジオールベースの
ポリエステルとの反応生成物である。市販のアクリル化ポリエステルの例としては、ヘン
ケル・コーポレーション（Ｈｅｎｋｅｌ　Ｃｏｒｐ．）の商品名「ＰＨＯＴＯＭＥＲ　５
００７」（六官能性アクリレート）および「ＰＨＯＴＯＭＥＲ　５０１８」（四官能性テ
トル（ｔｅｔｒ）アクリレート）ならびに、ＵＣＢ　ラドキュア・スペシャルティーズ（
Ｒａｄｃｕｒｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ）の「ＥＢＥＣＲＹＬ　８０」（四官能性変性
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ポリエステルアクリレート）、「ＥＢＥＣＲＹＬ　４５０」（脂肪酸変性ポリエステルヘ
キサアクリレート）および「ＥＢＥＣＲＹＬ　８３０」（六官能性ポリエステルアクリレ
ート）で知られるものなどがあげられる。
【００７６】
　もうひとつの好ましい前駆物質ポリマーサブユニットに、エチレン性不飽和オリゴマー
とモノマーとのブレンドがある。たとえば、前駆物質ポリマーサブユニットは、アクリレ
ート官能性ウレタンオリゴマーと１以上の一官能性アクリレートモノマーとのブレンドを
含み得る。このアクリレートモノマーには、五官能性アクリレートポリマー、四官能性ア
クリレートポリマー、三官能性アクリレートポリマー、二官能性アクリレートポリマー、
一官能性アクリレートポリマー、またはこれらの組み合わせを用いることができる。
【００７７】
　前駆物質ポリマーサブユニットは、米国特許第５，３７８，２５２号（フォレンスビー
（Ｆｏｌｌｅｎｓｂｅｅ））に記載されているものなどのアクリレート分散液であっても
よい。
【００７８】
　熱硬化性ポリマーだけでなく、熱可塑性バインダーを利用することもできる。好適な熱
可塑性ポリマーの例としては、ポリアミド、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエステ
ル、ポリウレタン、ポリエーテルイミド、ポリスルフォン、ポリスチレン、アクリロニト
リル－ブタジエン－スチレンブロックコポリマー、スチレン－ブタジエン－スチレンブロ
ックコポリマー、スチレン－イソプレン－スチレンブロックコポリマー、アセタールポリ
マー、ポリ塩化ビニル、これらの組み合わせがあげられる。
【００７９】
　任意に熱硬化性樹脂とブレンドした水溶性前駆物質ポリマーサブユニットを利用しても
よい。水溶性前駆物質ポリマーサブユニットの例としては、ポリビニルアルコール、膠ボ
ンドあるいは、ヒドロキシプロピルメチルセルロース、メチルセルロース、ヒドロキシエ
チルメチルセルロースなどの水溶性セルロースエーテルがあげられる。これらのバインダ
ーは、米国特許第４，２５５，１６４号（バットクゼ（Ｂｕｔｋｚｅ）ら）に報告されて
いる。
【００８０】
メイクコートおよびサイズコートバインダー
　メイクコート、サイズコートまたはスーパーサイズコートなどの被覆砥粒研磨材に用い
られるバインダーは一般に、樹脂バインダーまたは樹脂接着剤から作られる。樹脂接着剤
は一般に、研磨物品のバインダーとして必要な好適な特性を持つように選択される。本発
明において有用である代表的な樹脂接着剤の例としては、フェノール樹脂、α，β－不飽
和カルボニルのペンダント基を有するアミノプラスト樹脂、ウレタン樹脂、エポキシ樹脂
、エチレン性不飽和樹脂、アクリル化イソシアヌレート樹脂、尿素－ホルムアルデヒド樹
脂、イソシアヌレート樹脂、アクリル化ウレタン樹脂、アクリル化エポキシ樹脂、ビスマ
レイミド樹脂、フルオレン変性エポキシ樹脂などの熱硬化性樹脂、これらの混合物があげ
られる。
【００８１】
　バインダーとして有用なエポキシ樹脂はオキシラン環を有し、開環によって重合される
。このようなエポキシド樹脂には、モノマーエポキシ樹脂とポリマーエポキシ樹脂とが含
まれる。これらの樹脂は、その骨格および置換基の性質の点で互いに大きく異なる場合が
ある。たとえば、骨格は、通常エポキシ樹脂で見られるものであればどのようなタイプで
もよく、その置換基は室温でオキシラン環と反応する活性水素原子を含まない基であれば
どのような基でも可能である。許容可能な置換基の代表例として、ハロゲン、エステル基
、エーテル基、スルホネート基、シロキサン基、ニトロ基およびホスフェート基があげら
れる。いくつかの好ましいエポキシ樹脂の例として、２，２－ビス［４－（２，３－エポ
キシ－プロポキシ）フェニル］プロパン（ビスフェノールのジグリシジルエーテル）、テ
キサス州ヒューストン（Ｈｏｕｓｔｏｎ）のシェル・ケミカル・カンパニー（Ｓｈｅｌｌ
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　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．）から商品名「ＥＰＯＮ　８２８」、「ＥＰＯＮ　１００４
」および「ＥＰＯＮ　１００１　Ｆ」で市販されている樹脂、ミシガン州ミッドランド（
Ｍｉｄｌａｎｄ）のダウ・ケミカル・カンパニー（Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．）
から商品名「ＤＥＲ　３３１」、「ＤＥＲ　３３２」および「ＤＥＲ　３３４」で市販さ
れている樹脂があげられる。ビスフェノールＡのジグリシジルエーテルの水性エマルジョ
ンには固形分が約５０から９０ｗｔ．％、好ましくは固形分が５０から７０ｗｔ．％含ま
れ、さらに非イオン性乳化剤も含有される。この記述内容を満たすエマルジョンのひとつ
が、ケンタッキー州ルイビル（Ｌｏｕｉｓｖｉｌｌｅ）のシェル・ケミカル・カンパニー
（Ｓｈｅｌｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．）から商品名「ＣＭＤ　３５２０１」で入手可
能である。好適な他のエポキシ樹脂としては、フェノールホルムアルデヒドノボラックの
グリシジルエーテル（ミシガン州ミッドランド（Ｍｉｄｌａｎｄ）のダウ・ケミカル・カ
ンパニー（Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．）から商品名「ＤＥＮ　４３１」および「
ＤＥＮ　４３８」で入手可能）があげられる。
【００８２】
　フェノール樹脂は、熱特性、入手しやすさ、コスト、取り扱いやすさの理由から、研磨
物品のバインダーに広く用いられている。フェノール樹脂にはレゾール型とノボラック型
の２つのタイプがあり、本発明ではどちらでも使用可能である。レゾール型のフェノール
樹脂は、ホルムアルデヒドとフェノールのモル比が１：１以上であり、一般に１．５：１
．０から３．０：１．０の間である。ノボラック型の樹脂はホルムアルデヒドとフェノー
ルのモル比が１対１未満である。フェノール樹脂の例としては、ニューヨーク州トナワン
ダ（Ｔｏｎａｗａｎｄａ）のオクシデンタル・ケミカル・コーポレーション（Ｏｃｃｉｄ
ｅｎｔａｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｒｐ．）から商品名「ＤＵＲＥＺ」および「ＶＡＲ
ＣＵＭ」で市販されているもの、ミズーリ州セントルイス（Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ）のモンサ
ント・カンパニー（Ｍｏｎｓａｎｔｏ　Ｃｏ．）から商品名「レジノックス（ＲＥＳＩＮ
ＯＸ）」で市販されているもの、オハイオ州コロンブス（Ｃｏｌｕｍｂｕｓ）のアッシュ
ランド・ケミカル・インコーポレイテッド（Ａｓｈｌａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｉｎｃ
．）から商品名「アロフェン（ＡＲＯＦＥＮＥ）」および「アロタップ（ＡＲＯＴＡＰ）
」で市販されているものがあげられる。
【００８３】
　バインダーとして利用可能なアミノプラスト樹脂には、α，β－不飽和カルボニルのペ
ンダント基が分子またはオリゴマー１つあたり少なくとも１つ含まれる。これらの材料に
ついては、米国特許第４，９０３，４４０号および同第５、２３６，４７２号にさらに説
明されている。
【００８４】
　本発明に利用可能なエチレン性不飽和樹脂には、炭素、水素、酸素の原子を含有し、任
意に窒素およびハロゲンを含有するモノマー化合物およびポリマー化合物の両方がある。
酸素原子または窒素原子の一方または両方は、エーテル基、エステル基、ウレタン基、ア
ミド基、尿素基に含まれるのが普通である。このエチレン性（ｃｔｈｙｌｅｎｉｃａｌｌ
ｙ）不飽和化合物は、好ましくは分子量が約４，０００未満であり、脂肪族モノヒドロキ
シ基または脂肪族ポリヒドロキシ基を含有する化合物と、アクリル酸、メタクリル酸、イ
タコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸（ｍａｌｃｉｃ　ａｃｉｄ）などの
不飽和カルボン酸との反応によって得られるエステルであると好ましい。エチレン性不飽
和樹脂の代表例として、メチルメタクリレート、エチルメタクリレート、スチレン、ジビ
ニルベンゼン、ビニルトルエン、エチレングリコールジアクリレート、エチレングリコー
ルジメタクリレート、ヘキサンジオールジアクリレート、トリエチレングリコールジアク
リレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、グリセロールトリアクリレート、
ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールトリメタクリレート、ペ
ンタエリスリトール（ｐｃｎｔａｅｒｙｔｈｒｉｔｏｌ）テトラアクリレートまたはペン
タエリスリトールテトラメタクリレートを重合して得られるものならびに、これらの混合
物があげられる。他のエチレン性不飽和樹脂としては、ジアリルフタレート、ジアリルア
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ジペート、Ｎ，Ｎ－ジアリルアジポアミドなど、カルボン酸の重合化モノアリル、ポリア
リル、ポリメタリルエステルおよびアミドのものがあげられる。さらに他の重合性窒素含
有化合物としては、トリス（２－アクリロキシエチル）イソシアヌレート、１，３，５－
トリ（２－メタクリル－オキシエチル）－ｓ－トリアジン、アクリルアミド、メチルアク
リルアミド、Ｎ－メチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－アクリルアミド、Ｎ－ビニ
ルピロリドン、Ｎ－ビニルピペリドンがあげられる。
【００８５】
　アクリル化ウレタンとは、ヒドロキシ末端イソシアネート伸長ポリエステルまたはポリ
エーテルのジアクリレートエステルである。本発明のメイクコートに利用可能なアクリル
化ウレタンの例としては、ジョージア州アトランタ（Ａｔｌａｎｔａ）のラドキュア・ス
ペシャルティーズ・インコーポレイテッド（Ｒａｄｃｕｒｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ，
Ｉｎｃ．）から商品名「ユビタン（ＵＶＩＴＨＡＮＥ）７８２」、「ＣＭＤ　６６００」
、「ＣＭＤ　８４００」、「ＣＭＤ　８８０５」で市販されているものがあげられる。メ
イクコートに利用可能なアクリル化エポキシは、ビスフェノールＡエポキシ樹脂のジアク
リレートエステルなど、エポキシ樹脂のジアクリレートエステルである。アクリル化エポ
キシの例としては、ジョージア州アトランタ（Ａｔｌａｎｔａ）のラドキュア・スペシャ
ルティーズ・インコーポレイテッド（Ｒａｄｃｕｒｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ，Ｉｎｃ
．）から商品名「ＣＭＤ　３５００」、「ＣＭＤ　３６００」、「ＣＭＤ　３７００」と
して入手可能なものなどがあげられる。
【００８６】
　バインダーとして利用可能なビスマレイミド樹脂については、米国特許第５，３１４，
５１３号（ミラー（Ｍｉｌｌｅｒ）ら）にさらに説明されている。
【００８７】
開始剤
　エチレン性不飽和モノマーおよびオリゴマーを含有する前駆物質ポリマーサブユニット
の場合、重合開始剤を用いることができる。例として、有機過酸化物、アゾ化合物、キノ
ン、ニトロソ化合物、ハロゲン化アシル、ヒドラゾン、メルカプト化合物、ピリリウム化
合物、イミダゾール、クロロトリアジン、ベンゾイン、ベンゾインアルキルエーテル、ジ
ケトン、フェノンまたはこれらの混合物があげられる。好適な市販の紫外線活性化光重合
開始剤の例に、ニューヨーク州タリータウン（Ｔａｒｒｙｔｏｗｎ）のチバ・スペシャル
ティ・ケミカルズ（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）から市販され
ている「イルガキュア（ＩＲＧＡＣＵＲＥ）６５１」、「イルガキュア（ＩＲＧＡＣＵＲ
Ｅ）１８４」および「ダロキュー（ＤＡＲＯＣＵＲ）１１７３」などの商品名を持つもの
がある。別の可視光活性化光重合開始剤には、チバ・ガイギー・カンパニー（Ｃｉｂａ　
Ｇｅｉｇｙ　Ｃｏｍｐａｎｙ）から市販されている商品名「イルガキュア（ＩＲＧＡＣＵ
ＲＥ）３６９」がある。好適な可視光活性化開始剤の例が、米国特許第４，７３５，６３
２号（オックスマン（Ｏｘｍａｎ）ら）および同第５，６７４，１２２号（クレッチ（Ｋ
ｒｅｃｈ）ら）に記載されている。
【００８８】
　好適な開始剤系には光増感剤を含み得る。代表的な光増感剤には、カルボニル基または
第３級アミノ基またはこれらの混合物を含み得る。カルボニル基を有する好ましい光増感
剤は、ベンゾフェノン、アセトフェノン、ベンジル、ベンズアルデヒド、ｏ－クロロベン
ズアルデヒド、キサントン、チオキサントン、９，１０－アントラキノンまたは他の芳香
族ケトンである。第３級アミンを有する好ましい光増感剤は、メチルジエタノールアミン
、エチルジエタノールアミン、トリエタノールアミン、フェニルメチル－エタノールアミ
ンまたはジメチルアミノエチルベンゾエートである。市販の光増感剤には、ニューヨーク
州ニューヨーク（Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ）のビドル・ソーヤー・コーポレーション（Ｂｉｄｄ
ｌｅ　Ｓａｗｙｅｒ　Ｃｏｒｐ．）の「クォンティキュア（ＱＵＡＮＴＩＣＵＲＥ）ＩＴ
Ｘ」、「クォンティキュア（ＱＵＡＮＴＩＣＵＲＥ）ＱＴＸ」、「クォンティキュア（Ｑ
ＵＡＮＴＩＣＵＲＥ）ＰＴＸ」、「クォンティキュア（ＱＵＡＮＴＩＣＵＲＥ）ＥＰＤ」
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がある。
【００８９】
　通常、光増感剤または光重合開始剤系の量は、前駆物質ポリマーサブユニットの成分に
対して約０．０１から１０重量％の間で可変であり、一層好ましくは０．２５から４．０
重量％である。
【００９０】
　また、研磨粒子および／またはフィラー粒子などの微粒子材料を添加する前に開始剤を
前駆物質ポリマーサブユニット中に（好ましくは均一に）分散させると好ましい。
【００９１】
　通常、前駆物質ポリマーサブユニットを放射線エネルギに曝露し、好ましくは紫外光ま
たは可視光に曝露して、前駆物質ポリマーサブユニットを硬化または重合させるのが好ま
しい。場合によっては、特定の研磨粒子および／または特定の添加剤が紫外線および可視
光を吸収し、これによって前駆物質ポリマーサブユニットの適切な硬化が阻害される場合
がある。これはたとえばセリア研磨粒子で発生する。ホスフェート含有光重合開始剤、特
にアシルホスフィンオキシド含有光重合開始剤を用いることで、この問題を最小限に抑え
られることがある。このようなアシルホスフェートオキシドの一例に、２，４，６－トリ
メチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキシドがあり、これはドイツのルートヴィヒス
ハーフェン（Ｌｕｄｗｉｇｓｈａｆｅｎ）にあるＢＡＳＦ社から商品名「ＬＵＣＥＲＩＮ
　ＴＰＯ－Ｌ」で市販されている。市販のアシルホスフィンオキシドの他の例としては、
チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
ｓ）から市販されている「ダロキュー（ＤＡＲＯＣＵＲ）４２６３」および「ダロキュー
（ＤＡＲＯＣＵＲ）４２６５」があげられる。
【００９２】
　バインダーがエポキシまたはビニルエーテルを主成分とするものである場合は、カチオ
ン重合開始剤を利用して重合を開始させてもよい。カチオン重合開始剤の例としては、ア
シルスルホニウム塩などのオニウムカチオンの塩ならびに、イオンアレン（ｉｏｎ　ａｒ
ｅｎｅ）系などの有機金属塩があげられる。他の例については、米国特許第４，７５１，
１３８号（タミイ（Ｔｕｍｅｙ）ら）、同第５，２５６，１７０号（ハーマー（Ｈａｒｍ
ｅｒ）ら）、同第４，９８５，３４０号（パラゾット（Ｐａｌａｚｏｔｔｏ））、同第４
，９５０，６９６号に報告されている。
【００９３】
　デュアルキュア型およびハイブリッドキュア型の光重合開始剤系も利用できる。デュア
ルキュア型光重合開始剤系では、同一または異なる反応メカニズムによって二段階にわた
って硬化または重合が起こる。ハイブリッドキュア型光重合開始剤系では、紫外線／可視
光線または電子線放射線への曝露時に同時に２つの硬化メカニズムが生じる。
【００９４】
裏材
　裏材には、本発明の方法に従って作製される研磨物品に適する多種多様な弾力性のフォ
ームシート材料のうち、いずれでも用いることができる。例としては、連続気泡フォーム
、独立気泡フォームおよびこれらの組み合わせがあげられる。有用な強化フォーム基材で
は、たとえばスクリムあるいは、織材料または不織材料などの他の支持体で強化すると、
基本的に走行方向または横方向に伸び率がなくなることがある。強化していないフォーム
基材では、伸び率（すなわち、伸び率とはフォームを引っ張ったときの長さから引っ張っ
ていないときのフォームの長さを引き、これを引っ張っていないときのフォームの長さで
割って１００を掛けた値である）が最大１５０％またはそれ以上になることがある。フォ
ーム裏材の厚さは約０．２から２５ｍｍの範囲にすればよく、好ましくは１から６ｍｍで
ある。
【００９５】
　連続気泡フォームまたは独立気泡フォームにすると有用であるとされるのが一般的な材
料は、多孔性の有機構造を得るべく成形または吹込成形される有機ポリマーであり、こう
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した多孔性の有機構造は一般にフォームと呼ばれている。このようなフォームは、天然ゴ
ムまたは合成ゴムあるいは、ポリオレフィン、ポリエステル、ポリアミド、ポリウレタン
ならびにこれらのコポリマーなどの他の熱可塑性エラストマーから調製できるものである
。好適な合成熱可塑性エラストマーとしては、クロロプレンゴム、架橋ポリオレフィン、
エチレン／プロピレンゴム、ブチルゴム、ポリブタジエン、ポリイソプレン、ＥＰＤＭポ
リマー、ポリ塩化ビニル、ポリクロロプレンまたはスチレン／ブタジエンコポリマーがあ
げられるが、これに限定されるものではない。有用な独立気泡フォームの例には、ミネソ
タ州セント・ポール（Ｓｔ．Ｐａｕｌ）の３Ｍ社から商品名４４９６Ｗで市販されている
ポリエチレンフォームがある。有用な連続気泡フォームの例には、ミネソタ州ミネアポリ
ス（Ｍｉｎｎｅａｐｏｌｉｓ）のイルブルック・インコーポレイテッド（Ｉｌｌｂｒｕｃ
ｋ，Ｉｎｃ．）から商品名Ｒ　２００Ｕ、Ｒ　４００Ｕ、Ｒ　６００ＵおよびＥＦ３－７
００Ｃで市販されているポリエステルポリウレタンフォームがある。
【００９６】
　この裏材を、たとえば補強の目的で、あるいは二部分結合システムの一方の部材を適用
するために、他のシート材料に積層してもよい。たとえば、補強用の布帛を裏材の表面１
３に貼り付け、研磨製品に引裂抵抗を持たせることができる。また、結合対象となる表面
に含まれるフックあるいは、同様に研磨製品の適用対象となる表面に持たせておくことの
できる遠位端が平らなステムのいずれかに合った結合用係合ループが表面にあるループ布
帛などの表面１３に、機械的二部分結合システムの一方のパーツを貼り付けてもよい。好
適なループ布帛に関するこれ以上の情報については、米国特許第４，６０９，５８１号（
オット（Ｏｔｔ））および同第５，２５４，１９４号（オット（Ｏｔｔ））から得ること
ができる。あるいは、裏材を反対側の第２の主面から突出している係合用フックを有する
シート状の構造体にしてもよい。係合用フックを有するこのようなシート状の構造体の例
については、米国特許第５，５０５，７４７号（チェスレイ（Ｃｈｅｓｌｅｙ））、同第
５，６６７，５４０号（チェスレイ（Ｃｈｅｓｌｅｙ））、同第５，６７２，１８６号（
チェスレイ（Ｃｈｅｓｌｅｙ））、同第６，１９７，０７６号（ブラウンシュベイグ（Ｂ
ｒａｕｎｓｃｈｗｅｉｇ））から得ることができる。
【００９７】
バリアコーティング
　場合によっては、研磨材層でのコーティング前にフォームをバリアコートすると望まし
いことがある。好ましいバリアコーティング組成物は、たとえば溶媒などの好適な液体キ
ャリア材料中にラテックスとして溶解または分散させたポリマーなどの好適なコーティン
グ型材料を含む。このような組成物は、フォーム基材の一主面に容易にコーティングでき
、一旦コーティングした後は、硬化して多孔性コーティングまたは非孔性バリアコーティ
ングが得られるものであると好ましい。バリアコーティングを形成するのに適した材料は
アクリル系のラテックスエマルジョンである。バリアコーティングに好ましい組成物のひ
とつに、オハイオ州クリーブランド（Ｃｌｅｖｅｌａｎｄ）のＢＦ　グッドリッチ（Ｇｏ
ｏｄｒｉｃｈ）から商品名「ハイカー（ＨＹＣＡＲ）」　２６７９ラテックスで入手可能
なアクリルエマルジョンがある。フォームに塗布されるバリアコーティングの乾燥皮膜重
量は、好ましくは１平方メートルあたり少なくとも５０グラム（ｇｓｍ）であり、一般に
６５ｇｓｍから２５０ｇｓｍの間で可変である。アクリル系ラテックスエマルジョンにつ
いても、フォーム表面へのコーティング前に増粘することが可能である。アクリルエマル
ジョンでは、商品名「カルボポル（ＣＡＲＢＯＰＯＬ）」　ＥＺ－１でＢＦ　グッドリッ
チ（Ｇｏｏｄｒｉｃｈ）から入手可能なポリアクリル酸の溶液「カルボポル（ＣＡＲＢＯ
ＰＯＬ）」　ＥＺ－１などの増粘剤に、ポリアクリル酸溶液用の活性剤として機能する水
酸化アンモニウム水溶液を添加して増粘済みのものを添加することで増粘できる。フォー
ム基材のバリアコーティングに馴染みやすいコーティング手法として、ロールコーティン
グ、スプレーコーティング、カーテンコーティングがあげられる。たとえばバリアコーテ
ィング組成物の硬化温度で加熱した強制対流オーブン（ｆｏｒｃｅｄ　ａｉｒ　ｏｖｅｎ
）内でバリアコーティング組成物を硬化させ、バリアコーティングのある被覆裏材を得る
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ことが可能である。
【００９８】
型押製品
　図２に示されるように、型押製品は、型押し線で分離されて遠位端が研磨材で被覆され
た構造体またはアイランド２０を含むことを特徴とするものである。
【００９９】
　図１に示されるように、型押フォーム内のへこみ１８の最も低い点からフォームのもと
の表面１２までで測定した、型押しによって生成されるアイランドの高さは、フォーム表
面にある凸部の高さとして特徴付けられる。この高さは、約０．２ｍｍから約２０ｍｍの
範囲であればよく、一般に約０．２５ｍｍから約１０ｍｍ、好ましくは約０．３ｍｍから
約５ｍｍである。研磨材コーティング凸部の高さは、約５マイクロメートルから約１００
０マイクロメートルの範囲であればよく、一般に約２５マイクロメートルから約５００マ
イクロメートル、好ましくは約２５マイクロメートルから約２５０マイクロメートルであ
る。
【０１００】
　研磨材被覆フォーム表面の型押パターンは、ランダムな形状または均一なパターンをは
じめとする多種多様な形状のうちのどれを取るものであっても構わない。型押パターンは
、六角形のアレイ、三角形のアレイ、正方形のアレイであってもよいし、あるいは、円形
の形状を有する凸形エリアを残す凹形エリアを含むものであってもよい。
【０１０１】
研磨複合材料層
　本発明の型押しフォームバック製品の研磨複合材料層は一般に、硬化した前駆物質ポリ
マーサブユニットに固定分散された複数の研磨粒子を含むが、カップリング剤、フィラー
、発泡剤、ファイバ、帯電防止剤、開始剤、懸濁剤、光増感剤、潤滑剤、湿潤剤、界面活
性剤、顔料、染料、ＵＶ安定剤、懸濁剤などの他の添加剤を含むものであっても構わない
。これらの添加剤の量は所望の特性が得られるように選択される。
【０１０２】
　研磨複合材料は任意に可塑剤を含むものであってもよい。通常、可塑剤を添加すると研
磨複合材料の消耗性が大きくなり、バインダー組成物全体が軟化する。場合によっては、
可塑剤が前駆物質ポリマーサブユニット用の希釈剤として機能する。相分離を最小限に抑
えるために、可塑剤は前駆物質ポリマーサブユニットと相溶のものであると好ましい。好
適な可塑剤の例としては、ポリエチレングリコール、ポリ塩化ビニル、ジブチルフタレー
ト、アルキルベンジルフタレート、ポリビニルアセテート、ポリビニルアルコール、セル
ロースエステル、シリコーン油、アジピン酸およびセバシン酸エステル、ポリオール、ポ
リオール誘導体、ｔ－ブチルフェニルジフェニルホスフェート、トリクレジルホスフェー
ト、ヒマシ油またはこれらの組み合わせがあげられる。フタレート誘導体が好ましい可塑
剤のうちの１タイプである。
【０１０３】
　研磨粒子または研磨材コーティングは、湿潤剤（界面活性剤と呼ばれることもある）お
よびカップリング剤をはじめとする表面改質添加剤をさらに含み得る。カップリング剤は
、前駆物質ポリマーサブユニットと研磨粒子との間を会合架橋（ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ
　ｂｒｉｄｇｅ）させることのできるものである。さらに、カップリング剤はバインダー
とフィラー粒子との間を会合架橋させることもできる。カップリング剤の例としては、シ
ラン、チタネート、ジルコアルミネートがあげられる。
【０１０４】
　また、水および／または有機溶媒を研磨複合材料に取り込むようにしてもよい。水およ
び／または有機溶媒の量については、前駆物質ポリマーサブユニットおよび研磨粒子の所
望のコーティング粘度が達成されるように選択する。通常、水および／または有機溶媒は
、前駆物質ポリマーサブユニットと相溶のものでなければならない。この水および／また
は溶媒を前駆物質の重合後に除去してもよいし、研磨複合材料と一緒に残っていても構わ
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ない。好適な水溶性および／または水感応性添加剤としては、ポリビニルアルコール、ポ
リビニルアセテートまたはセルロースベースの粒子があげられる。
【０１０５】
　エチレン性不飽和希釈剤またはモノマーの例を、米国特許第５，２３６，４７２号（カ
ーク（Ｋｉｒｋ）ら）から得ることができる。場合によっては、これらのエチレン性不飽
和希釈剤が有用であるが、これは水に対して相溶となる傾向が強いためである。これとは
別の反応性希釈剤が米国特許第５，１７８，６４６号（バーバー（Ｂａｒｂｅｒ）ら）に
開示されている。
【０１０６】
研磨複合材料構造体の構成
　本発明の研磨物品は、成形された、好ましくは厳密に成形された、複数の研磨複合材料
構造体を含む研磨複合材料層を少なくとも１層有する研磨材コーティングを含有するもの
である。「研磨複合材料構造体」という用語と一緒に用いる場合の「成形された」という
表現は、「厳密に成形された」研磨複合材料構造体と「不規則に成形された」研磨複合材
料構造体の両方を示す。本発明の研磨物品は、このような成形研磨複合材料構造体をあら
かじめ定められたアレイの形で裏材上に複数含み得るものである。成形研磨複合材料につ
いては、裏材上にランダムまたは不規則に配置して構わない。研磨複合材料構造体は、た
とえば、裏材上およびプロダクションツールのキャビティ内に保持したままの前駆物質ポ
リマーサブユニットを硬化させることで形成可能である。
【０１０７】
　研磨複合材料の構造体の形状は、多種多様な幾何学的構成のうちどのようなものであっ
ても構わない。一般に、形状の裏材と接触する底面の方が複合材料構造体の遠位端よりも
表面積が大きい。研磨複合材料構造体の形状は、立方体、円柱、角柱、平行六面体、角錐
、角錐台形、円錐、半球、円錐台形、あるいは断面形状を問わない柱形などの多数の幾何
学的固体から選択できるものである。通常、角錐の構造を有する成形された複合材料には
、底面を除く面が３つ、４つ、５つまたは６つある。研磨複合材料構造体の底面の断面形
状が遠位端の断面形状とは異なっていてもよい。これらの形状同士の切り替え部分はなめ
らかで連続していてもよいし、別々の段で作られるものであってもよい。また、研磨複合
材料構造体には異なる形状が混在していても構わない。研磨複合材料構造体は、行、スパ
イラル、ヘリックスまたは格子形に並べることができ、あるいはランダムに配置すること
もできる。
【０１０８】
　研磨複合材料構造体を形成している面は、裏材に対して垂直であってもよいし、裏材に
対して傾いていても遠位端に向かって幅が狭くなる形でテーパリングしたものであっても
よい。背面よりも遠位端の方が断面の大きい研磨複合材料構造体を用いることもできるが
、その製造は難しくなる場合がある。
【０１０９】
　各研磨複合材料構造体の高さは同一であるのが好ましいが、ひとつの固定研磨物品に高
さの異なる複合材料構造体を用いることも可能である。複合材料構造体の高さは通常、約
２０００マイクロメートル未満であればよく、特に約２５から１０００マイクロメートル
の範囲である。研磨複合材料構造体の直径すなわち断面幅については、約５から５００マ
イクロメートルの範囲にすることができ、一般に約１０から２５０マイクロメートルであ
る。
【０１１０】
　研磨複合材料構造体の底面同士は互いに当接していてもよいし、あるいは、隣接する研
磨複合材料の底面同士が互いに特定の距離だけ離れていても構わない。
【０１１１】
　研磨複合材料構造体同士の直線間隔は約１から複合材料２４，０００個／ｃｍ２であれ
ばよく、好ましくは少なくとも研磨複合材料構造体約５０から１，５００個／ｃｍ２であ
る。この直線間隔を、複合材料構造体の集中度が特定の場所で他の場所よりも大きくなる
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ようにばらつかせてもよい。複合材料構造体の面積間隔は１直線ｃｍあたり研磨複合材料
構造体約１個から１直線ｃｍあたり研磨複合材料構造体約１００個であり、好ましくは１
直線ｃｍあたり研磨複合材料構造体約５個から１直線ｃｍあたり研磨複合材料約８０個で
ある。
【０１１２】
　接地面積のパーセンテージについては約５から約９５％の範囲にすることができ、一般
に約１０％から約８０％、好ましくは約２５％から約７５％、一層好ましくは約３０％か
ら約７０％である。接地面積とはアイランドの遠位端における表面の総面積である。接地
面積率は、接地面積を裏材の総面積で割ったものを１００倍した値である。
【０１１３】
　成形研磨複合材料構造体は、裏材あるいは前もって硬化させた研磨複合材料層の上に、
あらかじめ定められたパターンで配置するのが好ましい。通常、研磨複合材料構造体のあ
らかじめ定められたパターンは、プロダクションツールのキャビティのパターンに対応す
ることになる。よって、このパターンは物品ごとに再現可能である。
【０１１４】
　一実施形態において、本発明の研磨物品はアレイ状の研磨複合材料構造体を含み得る。
単一の研磨複合材料層に鑑みて、規則的なアレイとは整列配置された研磨複合材料構造体
の行と列とを意味する。別の実施形態では、研磨複合材料構造体を「ランダムな」アレイ
またはパターンで配置することができる。これは、研磨複合材料構造体が特定の行と列と
に整列配置されていないことを意味する。たとえば、米国特許第５，６８１，２１７号（
フープマン（Ｈｏｏｐｍａｎ）ら）に記載されているような方法で研磨複合材料構造体を
配置することができる。しかしながら、この「ランダムな」アレイは、複合材料の場所が
あらかじめ定められ、研磨物品の製造に用いられるプロダクションツールに設けられたキ
ャビティの場所に対応しているという点で、あらかじめ定められたパターンである点を理
解されたい。「アレイ」という用語は、「ランダムな」アレイと「規則的な」アレイの両
方を示す。
【０１１５】
プロダクションツール
　図４は、図３に示すようなプロダクションツール２４の作製に用いたローラを示してい
る。以下にあげるローラ５０の具体的な実施形態を用いてプロダクションツール２４を作
製し、これを用いて本発明の研磨複合材料構造体を製造した。ローラ５０には、シャフト
５１と回転軸５２とがある。この場合、パターン付き表面には、ローラのまわりに設けら
れた、隣接する円周方向溝の第１のセット５３と、回転軸５２に対して３０°の角度で配
置された、等間隔の溝の第２のセット５４とが含まれる。
【０１１６】
　図５は、ローラ５０のパターン付き表面をセット５３に設けられた溝に垂直な図５の線
５－５で切ったセグメントの拡大断面図を示している。図５は、パターン付き表面には、
頂部から頂部までの距離ｘが５４．８μｍあいており、角度ｚが５３°で谷から頂部まで
のピーク高ｙが５５μｍになる頂部があることを示している。
【０１１７】
　図６は、ローラ５０のパターン付き表面をセット５４に設けられた溝に垂直な図５の線
６－６で切ったセグメントの拡大断面図を示している。図６は、隣接する頂部勾配間の角
度ｗが９９．５°で、谷部間が２５０μｍの距離ｔだけ離れ、谷部の深さｓが５５μｍで
ある溝５５を示している。
【０１１８】
　プロダクションツールを利用して、厳密にまたは不規則に成形された研磨複合材料構造
体のアレイを有する研磨複合材料層を得る。プロダクションツールの表面には複数のキャ
ビティがある。これらのキャビティは、基本的には研磨複合材料構造体の逆形であり、研
磨複合材料構造体の形状と配置とを決める役目を担っている。これらのキャビティは、研
磨複合材料に適した幾何学的形状の逆形である、どのような幾何学的形状を持つものであ
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ってもよい。好ましくは、研磨複合材料構造体の表面積が裏材から離れるに従って小さく
なるようにキャビティの形状を選択する。
【０１１９】
　このプロダクションツールには、ベルト、シート、連続シートまたはウェブ、輪転グラ
ビアロールなどの塗りロール、塗りロールに装着されたスリーブ、あるいはダイを用いる
ことが可能である。プロダクションツールは、金属（ニッケルなど）、金属合金またはプ
ラスチックで構成可能なものである。金属製のプロダクションツールであれば、フォトリ
ソグラフィ、ローレット切り、彫刻、ホッビング、電鋳、ダイヤモンド施削などの従来の
任意の手法で製造可能である。金属製のマスターツールを作る好ましい方法が、米国特許
第５，９７５，９８７号（フープマン（Ｈｏｏｐｍａｎ）ら）に記載されている。
【０１２０】
　金属製のマスターツールから熱可塑性ツールを複製することができる。マスターツール
にはプロダクションツールに必要なパターンの逆が設けられる。マスターツールは、アル
ミニウム、銅またはブロンズなどのニッケルメッキ金属などの金属製であると好ましい。
熱可塑性シート材料を任意にマスターツールと一緒に加熱し、両者を一緒に押圧して熱可
塑性材料にマスターツールのパターンが型押しされるようにしてもよい。また、熱可塑性
材料を押出成形あるいはマスターツール上に注型してから押圧することも可能である。こ
の熱可塑性材料を非流動性の状態まで冷却した後、マスターツールから取り外してプロダ
クションツールを作製する。プロダクションツールは、プロダクションツールから研磨物
品を剥離しやすくするための剥離コーティングを含むものであってもよい。このような剥
離コーティングの例としては、シリコーンおよびフルオロケミカルがあげられる。
【０１２１】
　好適な熱可塑性プロダクションツールが、米国特許第５，４３５，８１６号（スプール
ジェオン（Ｓｐｕｒｇｅｏｎ）ら）に報告されている。プロダクションツールの作製に適
した熱可塑性材料の例として、ポリエステル、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリアミ
ド、ポリウレタン、ポリカーボネートまたはこれらの組み合わせがあげられる。熱可塑性
プロダクションツールには酸化防止剤および／またはＵＶ安定剤などの添加剤を含有する
と好ましい。これらの添加剤によってプロダクションツールの有効寿命が延びる場合があ
る。
【０１２２】
研磨物品の製造方法
　本発明の研磨物品を製造するのには多くの方法がある。一態様において、研磨材コーテ
ィングは複数の厳密に成形された研磨複合材料を含む。別の態様では、研磨材コーティン
グは、不規則に成形された研磨複合材料とも呼ばれることがある非厳密に成形された研磨
複合材料を含む。厳密に成形された研磨複合材料構造体を有する研磨複合材料層を１層有
する研磨物品を製造するのに好ましい方法が、米国特許第５，１５２，９１７号（ピーパ
ー（Ｐｉｅｐｅｒ）ら）および同第５，４３５，８１６号（スプールジェオン（Ｓｐｕｒ
ｇｅｏｎ）ら）に記載されている。好適な方法に関する他の説明が、米国特許第５，４５
４，８４４号（ヒバード（Ｈｉｂｂａｒｄ）ら）、同第５，４３７，７５４号（カルホー
ン（Ｃａｌｈｏｕｎ））、同第５，３０４，２２３号（ピーパー（Ｐｉｅｐｅｒ）ら）に
報告されている。
【０１２３】
　複数の成形研磨複合材料構造体を有する研磨複合材料層を作製するための好適な一方法
は、研磨粒子と前駆物質ポリマーサブユニットと任意の添加剤とを含む硬化型の研磨複合
材料層を作製し、前面のあるプロダクションツールを提供し、複数のキャビティを有する
プロダクションツールのキャビティに硬化型の研磨複合材料層を導入し、裏材または研磨
物品の前もって硬化させた研磨複合材料層を硬化型の研磨複合材料層に導入し、物品をプ
ロダクションツールのキャビティから外す前に硬化型の研磨複合材料層を硬化させ、研磨
複合材料構造体を含む硬化研磨複合材料層を提供することを含む。硬化型の研磨複合材料
をプロダクションツールに適用する際には、硬化型の研磨複合材料層の厚さがその実用的
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な厚さの限界値以下になるようにする。
【０１２４】
　プロダクションツールとは独立に、硬化型の研磨複合材料層を、裏材あるいは前もって
硬化させた研磨複合材料層の上に配置し、研磨複合材料層を硬化させて硬化研磨複合材料
層を形成することで、複数の厳密に成形された研磨複合材料構造体を実質的に含まない研
磨複合材料層を作製する。硬化型の研磨複合材料層を表面に適用する際には、研磨複合材
料層の厚さがその実用的な厚さの限界値以下になるようにする。上記のステップを繰り返
すことで、別の研磨複合材料層を研磨物品に加えてもよい。
【０１２５】
　硬化型の研磨複合材料層は、好適な混合手法のいずれかによって、前駆物質ポリマーサ
ブユニットと、研磨粒子と、任意の添加剤とを組み合わせることで作られる。混合手法の
例として、低剪断混合および高剪断混合があげられ、高剪断混合が好ましい。混合ステッ
プに超音波エネルギを併用し、硬化型の研磨複合材料の粘度（研磨物品の製造時に粘度は
重要である）を下げるおよび／または得られる硬化型の研磨複合材料層のレオロジーに作
用するようにしても構わない。あるいは、硬化型の研磨複合材料を混合する目的で、硬化
型の研磨複合材料層を３０から７０℃の範囲で加熱し、マイクロフルイダイザーあるいは
ボールミルで粉砕してもよい。
【０１２６】
　一般に、研磨粒子を前駆物質ポリマーサブユニットに加える際には徐々に行う。硬化型
の研磨複合材料層が前駆物質ポリマーサブユニットと研磨粒子と任意の添加剤との均質な
混合物であると好ましい。必要であれば、水および／または溶媒を添加して粘度を下げて
もよい。混合ステップの間または後のいずれかに真空を引いて気泡の生成を最小限に抑え
るようにしてもよい。
【０１２７】
　コーティングステーションについては、ドロップダイコーター、ナイフコーター、カー
テンコーター、真空ダイコーターまたはダイコーターなどの従来のあらゆるコーティング
手段にすることが可能である。好ましいコーティング手法のひとつに、米国特許第３，５
９４，８６５号および同第４，９５９，２６５号（ウッド（Ｗｏｏｄ））、同第５，０７
７，８７０号（メルビー（Ｍｅｌｂｙｅ）ら）に報告されている真空流体ベアリングダイ
（ｖａｃｕｕｍ　ｆｌｕｉｄ　ｂｅａｒｉｎｇ　ｄｉｅ）がある。コーティング時、気泡
の生成が最小限であるのが好ましい。
【０１２８】
　プロダクションツールのコーティング後、研磨物品の裏材または前もって硬化させた研
磨複合材料層と硬化型の研磨複合材料の次の層とを何らかの手段で接触させ、硬化型の研
磨複合材料の次の層によって裏材または前もって硬化させた研磨複合材料層の表面が濡れ
るようにする。得られる構造体同士を押し付けるニップロールを接触させることで、硬化
型の研磨複合材料層を裏材または前もって硬化させた研磨複合材料層と接触させる。ニッ
プロールはどのような材料で作られたものであってもよいが、金属、金属合金、ゴムまた
はセラミックなどの構造材料でニップロールを作製できれば好ましい。ニップロールの硬
度は約３０から１２０デュロメータの間で可変であり、好ましくは約６０から１００デュ
ロメータ、一層好ましくは約９０デュロメータである。
【０１２９】
　次に、エネルギ源によって硬化型の研磨複合材料層にエネルギを伝達し、前駆物質ポリ
マーサブユニットを少なくとも部分的に硬化させる。エネルギ源に何を選ぶかは、前駆物
質ポリマーサブユニットの化学、プロダクションツールのタイプならびに、他の加工処理
条件にいくぶん左右される。エネルギ源はプロダクションツールまたは裏材を目に見えて
劣化させるものであってはならない。前駆物質ポリマーサブユニットの部分硬化は、プロ
ダクションツールに反転したときに硬化型の研磨複合材料層が流動しない状態まで前駆物
質ポリマーサブユニットが重合されることを意味する。必要であれば、前駆物質ポリマー
サブユニットをプロダクションツールから取り外した後で、従来のエネルギ源を用いてこ
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れを完全に硬化させてもよい。
【０１３０】
　前駆物質ポリマーサブユニットの少なくとも部分硬化後、プロダクションツールと研磨
物品とを分離する。前駆物質ポリマーサブユニットが基本的に完全に硬化していない場合
は、時間および／またはエネルギ源への曝露のいずれかによって前駆物質ポリマーサブユ
ニットを基本的に完全に硬化させることが可能である。最後に、プロダクションツールを
再利用できるようにこのプロダクションツールをマンドレルに巻き取り直し、固定研磨物
品を別のマンドレルに巻き取る。
【０１３１】
　この第１の方法の別のバリエーションでは、硬化型の研磨複合材料層を裏材にはコーテ
ィングするがプロダクションツールのキャビティの中にはコーティングしない。次に、硬
化型の研磨複合材料層がコーティングされた裏材を、スラリーが流動してプロダクション
ツールのキャビティ内に入るようにプロダクションツールと接触させる。研磨物品を製造
するための残りのステップは上記にて詳細に説明したものと同じである。
【０１３２】
　前駆物質ポリマーサブユニットを放射線エネルギで硬化させると好ましい。放射線エネ
ルギは裏材を介してあるいはプロダクションツールを介して伝達できるものである。裏材
またはプロダクションツールは放射線エネルギを目に見えて吸収するものであってはなら
ない。また、放射線エネルギ源は裏材またはプロダクションツールを目に見えて劣化させ
るものであってはならない。たとえば、ポリエステル裏材を通して紫外光を伝達すること
が可能である。あるいは、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリカーボネ
ート、ポリ（エーテルスルホン）、ポリ（メチルメタクリレート）、ポリウレタン、ポリ
塩化ビニルまたはこれらの組み合わせなどの特定の熱可塑性材料でプロダクションツール
を作製する場合、このプロダクションツールを介してスラリーまで紫外線または可視光を
伝達することができる。熱可塑性樹脂ベースのプロダクションツールの場合、余分な熱が
生じないように固定研磨物品を製造するための作業条件を設定する必要がある。余分な熱
が発生すると、これが原因で熱可塑性ツーリングが歪んだり溶融したりする場合がある。
【０１３３】
　エネルギ源には、電子線、紫外光または可視光など、熱エネルギ源または放射線エネル
ギ源を用いることができる。必要なエネルギ量は、前駆物質ポリマーサブユニット中の反
応性基の化学的な性質ならびにバインダースラリーの厚さおよび密度に左右される。熱エ
ネルギの場合、オーブン温度約５０℃から約２５０℃、時間約１５分から約１６時間もあ
れば通常は十分である。電子線放射線または電離放射線を、約０．１から約１０Ｍｒａｄ
のエネルギレベル、好ましくは約１から約１０Ｍｒａｄのエネルギレベルで利用してもよ
い。紫外放射線は、波長が約２００から約４００ナノメートルの範囲内、好ましくは約２
５０～４００ナノメートルの範囲内の放射線を含む。可視光放射線は、波長が約４００か
ら約８００ナノメートルの範囲内、好ましくは約４００から約５５０ナノメートルの範囲
の放射線を含む。
【０１３４】
　得られる硬化研磨複合材料層にはプロダクションツールの逆のパターンができる。プロ
ダクションツール上で少なくとも部分硬化または硬化させることで、研磨複合材料層には
あらかじめ定められたパターンが正確に再現される。
【０１３５】
　不規則に成形された研磨複合材料を含む研磨複合材料を形成するための方法は多くある
。不規則に成形されるとはいえ、複合材料の場所があらかじめ定められているという点で
これらの研磨複合材料をあらかじめ定められたパターンで配置することができる。一方法
において、研磨複合材料層の厚さが複合材料の実用的な厚さの限界値の範囲内にくるよう
にしてプロダクションツールのキャビティに硬化型の研磨複合材料をコーティングし、研
磨複合材料を生成する。プロダクションツールには、厳密に成形された複合材料の場合に
ついて上述したものと同一のプロダクションツールを用いることができる。しかしながら
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、プロダクションツールからの取り外し時に実質的に前駆物質ポリマーサブユニットの形
状が保持されてしまうほどにまでこれを硬化させる前に、硬化型の研磨複合材料層をプロ
ダクションツールから取り除く。これに続いて、前駆物質ポリマーサブユニットを硬化さ
せる。前駆物質ポリマーサブユニットはプロダクションツールのキャビティ内にある間は
硬化していないため、これによって硬化型の研磨複合材料層が流動し、研磨複合材料の形
状が歪むことになる。
【０１３６】
　不規則に成形された複合材料を生成する別の方法では、硬化型の研磨複合材料を輪転グ
ラビアロールの表面にコーティングすることが可能である。裏材を輪転グラビアロールと
接触させ、硬化型の研磨複合材料によって裏材を濡らす。続いて、輪転グラビアロールで
硬化型の研磨複合材料にパターンまたは模様を付与する。次に、スラリー／裏材の組み合
わせを輪転グラビアロールから取り除き、得られる構造体を前駆物質ポリマーサブユニッ
トの硬化条件下に曝露し、研磨複合材料が形成されるようにする。このプロセスのバリエ
ーションのひとつに、硬化型の研磨複合材料を裏材にコーティングし、この裏材を輪転グ
ラビアロールと接触させるやり方がある。
【０１３７】
　輪転グラビアロールでは、六角形のアレイ、隆起部、格子形、球形、角錐形、角錐台形
、円錐形、立方体、直方体または棒形などの所望のパターンを付与することができる。輪
転グラビアロールを用いて、隣り合った研磨複合材料間にランドエリアができるようなパ
ターンを付与することができる。このランドエリアには研磨粒子とバインダーとが混在し
たものが可能である。あるいは、輪転グラビアロールを用いて、隣り合った研磨複合材料
の形状間に裏材が露出するようなパターンを付与することも可能である。同様に、輪転グ
ラビアロールを用いて、研磨複合材料の形状が混ざったパターンを付与することも可能で
ある。
【０１３８】
　もうひとつの方法は、スクリーンを通して硬化型の研磨複合材料層をスプレーまたはコ
ーティングし、パターンと研磨複合材料とを生成するものである。続いて、前駆物質ポリ
マーサブユニットを硬化させて研磨複合材料構造体を形成する。このスクリーンは、六角
形のアレイ、隆起部、格子形、球形、角錐形、角錐台形、円錐形、立方体、直方体または
棒形などのあらゆる所望のパターンを付与可能なものである。また、スクリーンを用いて
、隣り合った研磨複合材料構造体間にランドエリアができるようなパターンを付与しても
よい。このランドエリアには研磨粒子とバインダーとが混在したものが可能である。ある
いは、スクリーンを用いて、隣り合った研磨複合材料構造体間に裏材が露出するようなパ
ターンを付与してもよい。同様に、スクリーンを用いて、研磨複合材料の形状が混在して
いるパターンを付与してもよい。このプロセスは米国特許第３，６０５，３４９号（アン
トン（Ａｎｔｈｏｎ））に報告されている。
【０１３９】
　本発明によって生成される型押し研磨材フォーム材料は、シート、ベルトまたはディス
クなどのさまざまな形状のうちのいずれかに変換できるものである。表面仕上げ用途向け
の型押し研磨材フォームディスクが、本発明によって作られる特に有用な物品である。こ
のようなディスクはデュアルアクションサンダーなどのサンディング装置で利用でき、た
とえば、デュアルアクションサンダーはニューヨーク州クラレンス（Ｃｌａｒｅｎｃｅ）
のダイナブレード・インコーポレイテッド（Ｄｙｎａｂｒａｄｅ　Ｉｎｃ．）から商品名
「ダイノービタル（ＤＹＮＯＲＢＩＴＡＬ）」サンダー型番５６９６４で販売されている
。サンダーには一般に、研磨ディスクが装着される表面のあるサポートパッドが必要であ
る。感圧接着剤（ＰＳＡ）組成物のコーティングを研磨ディスクの非研磨側またはサンダ
ーのサポートパッドのいずれかにほどこすことは極めて一般的である。他の機械的結合シ
ステムも周知である。たとえば、研磨物品の裏側にループ基材を含むようにすることがで
きる。ループ基材の目的は、ディスクなどの研磨製品用をサポートパッド表面のフックに
固定的に係合させるための手段を提供することにある。さらに、遠位端を平坦化してある
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立ち上がりフィラメント（ｅｒｅｃｔ　ｆｉｌａｍｅｎｔ）のステムを含むシートをルー
プ基材との係合用の係合装置として用いてもよい。ループ基材については、他方の側を係
合部材すなわち、遠位端が平坦化された複数のステムまたはフックを含むシートとし、研
磨シート材料の裏側に適用してもよいし、研磨シート材料の結合先となる支持体に適用し
てもよい。
【０１４０】
試験手順
　以下の試験手順を用いて本発明の樹脂組成物および被覆砥粒研磨物品を評価した。
【０１４１】
ウェットシーファ試験
　ミネソタ・マイニング・アンド・マニュファクチャリング・カンパニー（Ｍｉｎｎｅｓ
ｏｔａ　Ｍｉｎｉｎｇ　ａｎｄ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ　Ｃｏｍｐａｎｙ）（３Ｍ
）から商品名フック－イット（ＨＯＯＫ－ＩＴ）ＩＩＴＭ裏材で入手可能な平坦化した係
合用突起のあるシート状の裏材に研磨材コーティングを積層し、１０．１６ｃｍ（４イン
チ）のディスクに変えた。湿式試験用に垂直にしておいた、メリーランド州ゲイザースバ
ーグ（Ｇａｉｔｈｅｒｓｂｕｒｇ）のフレージャー・プレサイション・カンパニー（Ｆｒ
ａｚｉｅｒ　Ｐｒｅｃｉｓｉｏｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ）から入手可能なシーファ摩耗試験装
置の被駆動プレートにバックアップパッドを固定した。商品名「ポリキャスト（ＰＯＬＹ
ＣＡＳＴ）」アクリルプラスチックで入手可能な外径１０．１６ｃｍ（４インチ）×厚さ
１．２７ｃｍ（０．５インチ）のアクリルプラスチック製のディスク形ワークピースを、
シーライ・プラスチックス（Ｓｉｅｌｙｅ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ）（ミネソタ州ブルーミン
トン（Ｂｌｏｏｍｉｎｇｔｏｎ））から得た。水の流量を１分あたり６０グラムに設定し
た。４５４グラム（１ポンド）の錘を摩耗試験装置の錘台（ｗｅｉｇｈｔ　ｐｌａｔｆｏ
ｒｍ）に置き、装着した研磨材標本をワークピースまで下げ、機械を稼動させた。この機
械は、３０サイクルの間隔で９０サイクル動作するように設定しておいた。各３０サイク
ルの間隔ごとにワークピース上の４ヶ所で表面仕上げ値Ｒｚを測定し、それぞれの被検試
料で同じことを３回繰り返した。
【０１４２】
パネルテスト
　直径１５．２ｃｍ（６インチ）の円形の標本を研磨材試験材料から切り出し、ニューヨ
ーク州クラレンス（Ｃｌａｒｅｎｃｅ）のダイナブレード・カンパニー（Ｄｙｎａｂｒａ
ｄｅ　Ｃｏ．）から入手可能なダイナブレード（ＤＹＮＡＢＲＡＤＥ）モデル５６９６４
微細仕上げサンダーに取りつけた。空気圧３４４ｋＰａ（５０ｐｓｉ）で、試験パネルの
隣り合った３つの切片について、１０、２０および３０秒の間隔で、合計１分間の摩耗試
験を行った。試験パネルには、ミシガン州ヒルズデール（Ｈｉｌｌｓｄａｌｅ）のＡＣＴ
　ラボラトリーズ・インコーポレイテッド（Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ，Ｉｎｃ．）から
入手した、黒色のベースコート／クリアコートを塗った冷間圧延鋼板（Ｅ－コート：ＥＤ
５０００、プライマー：７６４－２０４、ベースコート：５４２ＡＢ９２１、クリアコー
ト：ＲＫ８０１０Ａ）を用いた。各試験パネル切片上の５つの点で表面仕上げ値Ｒｚを測
定し、それぞれの被検試料で同じことを３回繰り返した。
【０１４３】
表面仕上げ
　Ｒｚは測定長の個々の粗さ深度の平均であり、個々の粗さ深度は最も高い点と最も低い
点との間の垂直距離である。ウェットシーファ試験およびパネルテストで、オハイオ州シ
ンシナティ（Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ）のマル・コーポレーション（Ｍａｒｈ　Ｃｏｒｐｏ
ｒａｔｉｏｎ）から商品名「パーソメータ・モデル（ＰＥＲＴＨＯＭＥＴＥＲ　ＭＯＤＥ
Ｌ）Ｍ４Ｐ」で出ている測面計を利用して、研磨したワークピースの表面仕上げ度を測定
した。
【実施例】
【０１４４】
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　実施例では以下の略語を用いる。特に明記しない限り、実施例に記載の部、パーセンテ
ージ、比はいずれも重量基準である。
　Ａ－１７４：ウェストバージニア州フレンドリー（Ｆｒｉｅｎｄｌｙ）のクロンプトン
・コーポレーション（Ｃｒｏｍｐｔｏｎ　Ｃｏｒｐ．）から入手可能なγ－メタクリルオ
キシプロピルトリメトキシシラン、商品名「シルクエスト（ＳＩＬＱＵＥＳＴ）Ａ－１７
４」。
　ＡＭＯＸ：ジ－ｔ－アミロキサレート（ａｍｙｌｏｘａｌａｔｅ）
　ＣＨＤＭ：ＣＨＤＭは、コネチカット州キングスポート（Ｋｉｎｇｓｐｏｒｔ）のイー
ストマン・ケミカル・カンパニー（Ｅａｓｔｍａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ
）から入手可能なシクロヘキサンジメタノールである。
　ＣＯＭ：η－［キシレン（混合アイソマー）］－η－シクロペンタジエニリロン（ＩＩ
）－ヘキサフルオロアンチモネート。
　ダロキュー（ＤＡＲＯＣＵＲ）１１７３：２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオフェノ
ン、ニューヨーク州タリータウン（Ｔａｒｒｙｔｏｗｎ）のチバ・スペシャルティ・ケミ
カルズ（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）から入手可能な商品名「
ダロキュー（ＤＡＲＯＣＵＲ）１１７３」。
　ＥＰＯＮ　８２８：ビスフェノール－Ａエポキシ樹脂、エポキシ当量１８５～１９２の
商品名「ＥＰＯＮ　８２８」、テキサス州ヒューストン（Ｈｏｕｓｔｏｎ）のシェル・ケ
ミカル（Ｓｈｅｌｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）から入手可能。
　ＥＰＯＮ　１００１Ｆ：ビスフェノール－Ａエピクロロヒドリンベースのエポキシ樹脂
、エポキシ当量５２５～５５０の商品名「ＥＰＯＮ　１０Ｄ１Ｆ」、テキサス州ヒュース
トン（Ｈｏｕｓｔｏｎ）のシェル・ケミカル（Ｓｈｅｌｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）から入手
可能。
　ＥＲＬ　４２２１は、ユニオン・カーバイド・コーポレーション（Ｕｎｉｏｎ　Ｃａｒ
ｂｉｄｅ　Ｃｏｒｐ．）から入手可能で、現在はダウ・ケミカル・カンパニー（Ｄｏｗ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．）（ミシガン州ミッドランド（Ｍｉｄｌａｎｄ））から市販さ
れている、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－３，４－エポキシシクロヘキシルカ
ルボキシレート）の商品名である。
　ＧＣ２５００：緑色炭化ケイ素ミネラル、グレードＪＩＳ２５００、イリノイ州エルム
ハースト（Ｅｌｍｈｕｒｓｔ）のフジミ・コーポレーション（Ｆｕｊｉｍｉ　Ｃｏｒｐ．
）から入手可能。
　ＧＣ３０００：緑色炭化ケイ素ミネラル、グレードＪＩＳ３０００、イリノイ州エルム
ハースト（Ｅｌｍｈｕｒｓｔ）のフジミ・コーポレーション（Ｆｕｊｉｍｉ　Ｃｏｒｐ．
）から入手可能。
　イルガキュア（ＩＲＧＡＣＵＲＥ）６５１：ニューヨーク州アーズレー（Ａｒｄｓｌｅ
ｙ）のチバ・ガイギー・カンパニー（Ｃｉｂａ　Ｇｅｉｇｙ　Ｃｏｍｐａｎｙ）から入手
可能な２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニル－１－エタノン、商品名「イルガキュア
（ＩＲＧＡＣＵＲＥ）６５１」。
　Ｐ４００　ＦＳＸ：酸化アルミニウム、オーストリアのヴィラッハ（Ｖｉｌｌａｃｈ）
にあるトライバッヒャー・ケミシェ・ヴェルケ・アーゲー（Ｔｒｅｉｂａｃｈｅｒ　Ｃｈ
ｅｍｉｓｃｈｅ　Ｗｅｒｋｅ　ＡＧ）から市販されている商品名アルドール（ＡＬＵＤＯ
Ｒ）ＢＦＲＰＬ。
　ＰＤ９０００：アニオンポリエステル分散剤、デラウェア州ウィルミントン（Ｗｉｌｍ
ｉｎｇｔｏｎ）のユニケマ（Ｕｎｉｑｅｍａ）から入手可能な商品名「ＺＥＰＨＲＹＭ　
ＰＤ　９０００」。
　Ｓ－１２２７：ニュージャージー州ピスカタウェイ（Ｐｉｓｃａｔａｗａｙ）のクレア
ノヴァ（Ｃｒｅａｎｏｖａ）から商品名「ダイナポール（ＤＹＮＡＰＯＬ）Ｓ－１２２７
」で入手可能な高分子量ポリエステル。
　ＳＲ３３９：ＳＲ３３９は、ペンシルバニア州エクストン（Ｅｘｔｏｎ）のサートマー
・インコーポレイテッド（Ｓａｒｔｏｍｅｒ，Ｉｎｃ．）から入手可能な２－フェノキシ
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エチルアクリレートの商品名である
　ＴＭＰＴＡ：ＴＭＰＴＡは、トリメチロールプロパントリアクリレート樹脂、ペンシル
バニア州エクストン（Ｅｘｔｏｎ）のサートマー・インコーポレイテッド（Ｓａｒｔｏｍ
ｅｒ，Ｉｎｃ．）から入手可能な商品名「ＳＲ３５１」である。
　ＴＰＯ－Ｌ：ホスフィンオキシド、ドイツのルートヴィヒスハーフェン（Ｌｕｄｗｉｇ
ｓｈａｆｅｎ）のＢＡＳＦケミカルズ（Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）から入手可能な商品名「ル
シリン（ＬＵＣＩＲＩＮ）ＴＰＯ－Ｌ」。
　ＵＶＩ－６９７４：ＵＶＩ－６９７４は、ルイジアナ州ハンビル（Ｈａｈｎｖｉｌｌｅ
）のユニオン・カーバイド・コーポレーション（Ｕｎｉｏｎ　Ｃａｒｂｉｄｅ　Ｃｏｒｐ
．）から入手可能なトリアリールスルホニウムヘキサフルオロアンチモネート、プロピレ
ンカーボネート中５０％の商品名である。
【０１４５】
実施例１
　プレミックスＮｏ．１：３３．６部のＳＲ３３９を５０．６部のＴＭＰＴＡと合わせて
手で混合し、その中に８部のＰＤ　９０００を添加して溶解するまで６０℃にて保持した
。この溶液を室温まで冷却した。これに２．８部のＴＰＯ－Ｌと５部のＡ－１７４とを加
え、混合物を均質になるまで再度攪拌した。
【０１４６】
　ペンシルバニア州リーディング（Ｒｅａｄｉｎｇ）のプレミエ・ミル・コーポレーショ
ン（Ｐｒｅｍｉｅｒ　Ｍｉｌｌ　Ｃｏｒｐ．）から得たディスパーサトール（ＤＩＳＰＥ
ＲＳＡＴＯＲ）ミキサを利用し、スラリーＮｏ．１：６１．５部のＧＣ２５００を３８．
５部のプレミックスＮｏ．１に配合した。
【０１４７】
　次に、手作業で塗り延ばすことで、図５および図６に示すマスターロールを用いて作製
したポリプロピレン微小複製（ｍｉｃｒｏｒｅｐｌｉｃａｔｅｄ）ツーリングに研磨材ス
ラリーを塗布した。ここで、ｓ＝５５μｍ、ｔ＝２５０μｍ、ｗ＝９９．５３°、ｘ＝５
４．８４μｍ、ｙ＝５５μｍ、ｚ＝５３．００°である。次に、ミネソタ・マイニング・
アンド・マニュファクチャリング・カンパニー（Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ　Ｍｉｎｉｎｇ　ａ
ｎｄ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ　Ｃｏｍｐａｎｙ）（３Ｍ）から商品名３Ｍ　４４９
６Ｗで入手可能な６０ｃｍ×３０．５ｃｍのポリエチレンフォームテープを２６ｃｍ／分
およびニップ圧２７５ｋＰａ（４０ｐｓｉ）で一組のゴム製ニップロールに通すことで、
研磨材スラリーを充填したツーリングを下向きにしてフォームテープに積層した。続いて
、１５７．５ワット／ｃｍ（４００Ｗ／インチ）で点灯させた２個のＶ電球（Ｖ－ｂｕｌ
ｂ）を直列に用いて、ウェブ速度９．１ｍ／分にて、ニュージャージー州マレー・ヒル（
Ｍｕｒｒａｙ　Ｈｉｌｌ）のアメリカン・ウルトラヴァイオレット・カンパニー（Ａｍｅ
ｒｉｃａｎ　Ｕｌｔｒａｖｉｏｌｅｔ　Ｃｏｍｐａｎｙ）から入手可能なＵＶプロセッサ
に２回通すことでスラリーを硬化させた。１回目の通過時、積層体に加わる圧力を維持す
るために６ｍｍの石英板を積層体の上においた。次に、ツーリングを裏材と分離し、硬化
した３次元研磨材コーティングをポリエチレンフォーム裏材の一番上に露出させた。図７
に示すように一組のニップロールにフォームを６１ｃｍ／分の速度でウェブ幅の７０Ｎ／
ｃｍで通して搬送することで、ポリエチレンフォーム上の３０．５ｃｍ×３５ｃｍの３次
元研磨材シート何枚かを熱的に型押しした。ニップロールのうちの一方は、未加熱のなめ
らかな鋼ロールであった。第２のロールの方は１２１℃まで加熱し、横方向に延在する直
線状の溝で（図７に示すような）パターンを付し、２．５４ｃｍあたり３つの結合点を得
た。溝の交差網をフォーム研磨材に型押しするために、型押し後の研磨材を９０°回転さ
せ、ニップロールに再度通した。このようにして、研磨材に直交する２方向で直線状の溝
を型押しした。
【０１４８】
実施例２
　ポリウレタンエーテルフォームであるＲ６００Ｕ－１２５（ミネソタ州ミネアポリス（
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Ｍｉｎｎｅａｐｏｌｉｓ）のイルブルック（Ｉｌｌｂｒｕｃｋ）から入手可能）を、ウォ
ーターベースラテックスのハイカー（Ｈｙｃａｒ）２６７９（オハイオ州クリーブランド
（Ｃｌｅｖｅｌａｎｄ）のＢＦ　グッドリッチ（Ｇｏｏｄｒｉｃｈ）から入手可能）と一
緒にスプレーコーティングし、乾燥皮膜重量８．６グラム／１０００ｃｍ２を達成した。
ペンシルバニア州リーディング（Ｒｅａｄｉｎｇ）のプレミエ・ミル・コーポレーション
（Ｐｒｅｍｉｅｒ　Ｍｉｌｌ　Ｃｏｒｐ．）から得たディスパーサトール（ＤＩＳＰＥＲ
ＳＡＴＯＲ）ミキサを用いて、６１．５部のＧＣ３０００を３８．５部のプレミックスＮ
ｏ．１と配合し、スラリーＮｏ．２を調製した。得られるフォームに、まずスラリーＮｏ
．２を図６および図７に示すような小さな造作を有するポリプロピレンツールにナイフコ
ーティングして構造化研磨材コーティングを適用した。ここで、ｓ＝５５μｍ、ｔ＝２５
０μｍ、ｗ＝９９．５３°、ｘ＝５４．８４μｍ、ｙ＝５５μｍ、ｚ＝５３．００°であ
る。続いて、コーティング済みのツールをラテックス被覆フォームに積層し、ウェブ速度
９．１ｍ／分（３０ｆｔ／分）およびニップ圧３４４ｋＰａ（５０ｐｓｉ）にて、Ｄ電球
（Ｄ－ｂｕｌｂ）を２３６Ｗ／ｃｍ（６００Ｗ／インチ）の露光で用いて、ＵＶプロセッ
サに１回通した後、ツーリングを取り外した。ポリウレタンエーテルフォーム上の３次元
研磨材のシートを実施例１で説明したようにして熱的に型押しした。しかしながら、パタ
ーン付きロールの温度を２０４℃とし、線速度については３０ｃｍ／分とした。
【０１４９】
実施例３
　メイク樹脂を以下のようにして調製した。ＥＰＯＮ　１００１Ｆペレット（２５％）お
よびダイナポール（ＤＹＮＡＰＯＬ）Ｓ－１２２７ペレット（２８％）をプレミックスと
一緒に配合した。このプレミックスには以下のものが含有されている。ＥＰＯＮ　８２８
　樹脂（３４．５％）、イルガキュア（ＩＲＧＡＣＵＲＥ）６５１（１％）、ＣＨＤＭ（
２．８％）、ＴＭＰＴＡ（７．５％）、ＡＭＯＸ（０．６％）およびＣＯＭ（０．６％）
。材料（Ｅｐｏｎ　１００１Ｆ、ダイナポール（Ｄｙｎａｐｏｌ）Ｓ１２２７、プレミッ
クス）を二軸押出機で混合した。
【０１５０】
　幅２５．４ｃｍ×長さ６１ｃｍ×厚さ１．６ｍｍの両面ポリエチレンフォームテープ（
ミネソタ州セント・ポール（Ｓｔ．Ｐａｕｌ）の３Ｍ社から入手可能な４４９６Ｗ）のシ
ートを、幅２６７ｍｍのＪＥウェイト（ｗｅｉｇｈｔ）レーヨン布（サウスカロライナ州
スパータンバーグ（Ｓｐａｒｔａｎｂｕｒｇ）のミリケン（Ｍｉｌｌｉｋｅｎ）から入手
可能）の片面に積層した。得られるフォーム／クロス複合材料の一表面に、１０５℃にて
２０グラム／ｍ２の速度でメイク樹脂を押出被覆し、融解Ｖ電球を０．９Ｊ／ｃｍ２にて
３０ｍ／分用いて、メリーランド州ロックビル（Ｒｏｃｋｖｉｌｌｅ）のフュージョン・
システムズ・コーポレーション（Ｆｕｓｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｃｏｒｐ．）から入手
可能な商品名「ＥＰＩＱ　６０００」のＵＶプロセッサ（ＵＶ　ＰＲＯＣＥＳＳＯＲ）に
１回通して部分的に硬化させた。Ｐ４００　ＦＳＸ酸化アルミニウムを３６ｇ／ｍ２で静
電的に適用し、７７～１２２℃の温度範囲でさらに硬化させた。
【０１５１】
　サイズコートを以下のようにして調製した。ＴＭＰＴＡ（２８．８％）、ＥＲＬ　４２
２１（６７．２％）、ＵＶＩ－６９７４（３％）およびダロキュー（ＤＡＲＯＣＵＲ）１
１７３（１．０％）を加えた。サイズを２５ｇ／ｍ２でロールコートし、融解Ｄ電球（Ｄ
　ｂｕｌｂ）を０．９Ｊ／ｃｍ２で用いてＵＶプロセッサに３０ｍ／分で通して硬化させ
、続いて１１０～１２０℃の温度範囲で熱的に硬化させた。
【０１５２】
　こうして得られるポリエチレンフォーム上の被覆砥粒研磨材の２５ｃｍ×３５ｃｍの個
々のシートに、実施例１で説明したようにして熱的な型押しをほどこす。しかしながら、
パターン付きロールの温度については１２１℃とした。
【０１５３】
　型押し前の親研磨材と、後から実施例１および２において得られた型押し後の研磨材と
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をウェットシーファとパネルテストの両方で試験した。比較サンプル１には、ミネソタ州
セント・ポール（Ｓｔ．Ｐａｕｌ）の３Ｍ社から入手可能な商品名トリザクト（ＴＲＩＺ
ＡＣＴ）ＴＭフックイット（ＨＯＯＫＩＴ）ＴＭ　ＩＩフォームディスク、グレードＰ３
０００、ＰＮ　０２０７５である市販の被覆砥粒研磨製品を用いた。
【０１５４】
　結果をそれぞれ表１および表２にまとめておく。
【０１５５】
【表１】

【０１５６】
【表２】

【０１５７】
　表２に示す結果は、研磨材自体の多孔性または研磨材に直接設計された構造のいずれか
によって流体を搬送する手段が３次元研磨物品にない場合、ウェットサンディング時に静
止摩擦が生じることを表している。表１の結果が静止摩擦の問題に影響されることもある
が、シーファ試験は機械で行うため、この現象が起こっているか否かを明確に判断するの
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は困難である。静止摩擦は基本的には研磨材をウェットサンディングに使えないものとし
てしまうが、より一層しっかりと研磨材をワークピースの方に引き付けることも多いため
、ワークピース上の研磨材の圧力が高まり、より大きな研磨作用につながることになる。
これは、表１および２の表面仕上げの数字から明らかである。
【０１５８】
　また、これらの例から、低コストの独立気泡ポリエチレンフォームテープにコーティン
グした非多孔性の３次元研磨物品をたとえば型押しによって設計し、静止摩擦の問題を回
避し、かつ基本的にはこれよりもコストの高い多孔性の３次元研磨物品と同じように機能
させることができる点も分かる。独立気泡フォーム裏材上の非多孔性３次元研磨物品を型
押しするやり方によって、連続気泡フォーム裏材上の多孔性３次元研磨物品に代わる低コ
ストの選択肢を得られる。さらに、実施例２に示すように、ポリウレタンエーテルフォー
ム上の研磨材の熱的な型押しが可能なことも明らかになる。実施例３は、フォーム裏材上
の従来の研磨材を容易に型押し可能であることを示している。
【０１５９】
　以上、本発明についてそのいくつかの実施形態を参照して説明した。上記の詳細な説明
および実施例は、理解しやすくするためだけの目的であげたものである。ここから不要な
限定は考えられない。本発明の範囲を逸脱することなく、ここで説明した実施形態に多く
の変更をほどこし得ることは当業者であれば明らかであろう。よって、本発明の範囲は、
本願明細書にて説明した厳密な内容および構造に限定されるものではなく、クレームの言
語で記載された構造ならびにこれらの構造と等価な物によって限定されるものである。
【図面の簡単な説明】
【０１６０】
【図１】本発明の方法を用いて作られる研磨製品の一部を示した拡大概略断面図である。
【図２】本発明の方法を利用して作られる型押研磨ディスクの上面図である。
【図３】本発明の方法によって型押しできる研磨物品を作るための一方法を示す概略図で
ある。
【図４】本発明の方法によって型押しできる研磨物品の製造に有用なプロダクションツー
ルを作るためのローラの上面図である。
【図５】図４に示すロールを線５－５で切って表面の詳細を示した一セグメントの拡大断
面図である。
【図６】図４に示すロールを線６－６で切った、パターン付き表面の別セグメントの拡大
断面図である。
【図７】本発明による型押研磨物品を製造する一方法の概略図である。
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